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税務訴訟資料 第２７１号－９０（順号１３５９２） 

東京地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 所得税更正処分等取消請求事件 

国側当事者・国（西宮税務署長） 

令和３年７月２０日棄却・控訴 

判    決 

原告          甲 

同訴訟代理人弁護士   河野 良介 

同           後岡 伸哉 

被告          国 

同代表者法務大臣    上川 陽子 

処分行政庁       西宮税務署長 

            西川 清 

指定代理人       別紙１指定代理人目録のとおり 

主    文 

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

事実及び理由 

第１ 請求 

１ 西宮税務署長が平成２７年１０月３０日付けで原告に対してした原告の平成２４年分の所得

税に係る更正処分のうち総所得金額４２５７万２９００円、納付すべき税額１５０万５４００

円を超える部分及び同処分に伴う過少申告加算税の賦課決定処分を取り消す。 

２ 西宮税務署長が平成２７年１０月３０日付けで原告に対してした原告の平成２５年分の所得

税及び復興特別所得税に係る更正処分のうち総所得金額３５０５万円、納付すべき税額５１万

２１００円を超える部分並びに同処分に伴う過少申告加算税の賦課決定処分を取り消す。 

第２ 事案の概要 

国内居住者である原告は、中華人民共和国（以下「中国」という。）香港特別行政区（以下

「香港」という。）において設立された外国法人であるＡ（以下「Ａ」という。）の株式を保

有しており、Ａは、香港において設立された外国法人であるＢ（以下「Ｂ」という。）の株式

のほとんどを保有している。 

本件は、原告が、平成２４年分の所得税並びに平成２５年分の所得税及び復興特別所得税

（以下「所得税等」という。）の確定申告に当たり、Ａ及びＢが租税特別措置法（平成２６年

法律第１０号による改正前のもの。以下「措置法」という。）４０条の４第１項の特定外国子

会社等（いわゆるタックス・ヘイブン対策税制の適用対象たる外国法人）に該当しないことを

前提に申告をしたところ、西宮税務署長（処分行政庁）から、平成２３年１２月末日時点の両

社及び平成２４年１２月末日時点のＡが特定外国子会社等に該当するとして、その課税対象金

額を原告の雑所得の総収入金額に算入することによる各更正処分（以下「本件各更正処分」と
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いう。）及びこれに伴う過少申告加算税の各賦課決定処分（以下「本件各賦課決定処分」とい

い、本件各更正処分と併せて「本件各処分」という。）を受けたため、本件各更正処分のうち

申告額を超える部分及び本件各賦課決定処分の取消しを求める事案である。 

１ 関係法令 

本件に関連する措置法及び租税特別措置法施行令（平成２７年政令第１４８号による改正前

のもの。以下「措置法施行令」という。）の定めは、別紙２－１、２－２のとおりであり、そ

の概要は以下のとおりである。 

（１）タックス・ヘイブン対策税制の適用要件（措置法４０条の４第１項及び第２項）について 

タックス・ヘイブン対策税制について定めている措置法４０条の４第１項は、同項各号

に掲げる居住者に係る外国関係会社（後記イ）のうち特定外国子会社等（後記ウ）が、各

事業年度において適用対象金額（後記エ）を有する場合には、その適用対象金額のうち、

その者の有する当該特定外国子会社等の直接及び間接保有の株式等（株式又は出資をいう。

以下同じ）の数に対応するものとしてその株式等の請求権の内容を勘案して政令で定める

ところにより計算した金額（以下「課税対象金額」という。）に相当する金額は、その者

の雑所得に係る収入金額とみなして当該各事業年度終了の日の翌日から２月を経過する日

の属する年分のその者の雑所得の金額の計算上、総収入金額に算入する旨規定している。 

そして、タックス・ヘイブン対策税制に係る納税義務者（措置法４０条の４第１項各号

の居住者）、外国関係会社、特定外国子会社等及び適用対象金額については、以下のとお

り規定されている。 

ア 納税義務者 

タックス・ヘイブン対策税制の対象となる納税義務者（措置法４０条の４第１項各号の

居住者）は、①その有する外国関係会社の直接及び間接保有の株式等の数の当該外国関

係会社の発行済株式又は出資の総数又は総額のうちに占める割合が１００分の１０以上

である居住者（同項１号）、又は②上記割合が１００分の１０以上である一の同族株主

グループに属する居住者（同項２号）である。 

なお、ある者が上記各号の居住者に該当するかどうかの判定は、これらの居住者に係る

外国関係会社の各事業年度終了の時の現況による（措置法施行令２５条の２４第１項）。 

イ 外国関係会社 

外国関係会社とは、外国法人で、その発行済株式又は出資の総数又は総額のうちに居住

者及び内国法人並びに特殊関係非居住者（以下「居住者等」という。）が有する直接及

び間接保有の株式等の数の合計数又は合計額の占める割合が１００分の５０を超えるも

のをいう（措置法４０条の４第２項１号）。 

なお、ある外国法人が外国関係会社に該当するかどうかの判定は、当該外国法人の各事

業年度終了の時の現況による（措置法施行令２５条の２４第１項）。 

ウ 特定外国子会社等 

特定外国子会社等とは、本店又は主たる事務所の所在する国又は地域（以下「本店所在

地国等」という。）におけるその所得に対して課される税の負担が本邦における法人の

所得に対して課される税の負担に比して著しく低いものとして政令で定める外国関係会

社であり（措置法４０条の４第１項本文）、具体的には、①法人の所得に対して課され

る税が存在しない国又は地域に本店又は主たる事務所を有する外国関係会社、又は②そ
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の各事業年度の所得に対して課される租税の額が当該所得の金額の１００分の２０以下

である外国関係会社をいう（措置法施行令２５条の１９第１項）。 

エ 適用対象金額 

適用対象金額とは、特定外国子会社等の各事業年度の決算に基づく所得の金額につき法

人税法及び措置法による各事業年度の所得の金額の計算に準ずるものとして政令で定め

る基準により計算した金額（以下「基準所得金額」という。）を基礎として、政令で定

めるところにより、当該各事業年度開始の日前７年以内に開始した各事業年度において

生じた欠損の金額及び当該基準所得金額に係る税額に関する調整を加えた金額をいう

（措置法４０条の４第２項２号）。 

（２）適用除外規定について 

ア 措置法４０条の４第３項の定め 

措置法４０条の４第３項（以下「本件適用除外規定」ということがある。）柱書きは、

同条１項各号の居住者に係る特定外国子会社等が次の要件（以下「本件適用除外要件」

という。）の全てを満たすときは、当該特定外国子会社等のその該当する事業年度に係

る適用対象金額については、同条１項の規定を適用しない旨を定めている。 

すなわち、本件適用除外要件は、当該特定外国子会社等が、①株式等の保有等（以下

「株式保有業」ということがある。）を主たる事業とするもの（統括業務を行う事業持

株会社を除く。）以外のものであること（以下「事業基準」という。）、②その本店所

在地国等においてその主たる事業を行うに必要と認められる事務所、店舗、工場その他

の固定施設を有していること、③その事業の管理、支配及び運営を自ら行っていること

（以下「管理支配基準」という。）、④各事業年度においてその行う主たる事業が措置

法４０条の４第３項各号に掲げる事業のいずれに該当するかに応じ当該各号に定める場

合に該当することである。 

そして、上記④の要件については、（ａ）その主たる事業が、卸売業、銀行業、信託業、

金融商品取引業、保険業、水運業又は航空運送業（以下「卸売業等」という。）のいず

れかであるときは、その事業を主として当該特定外国子会社等に係る所定の関連社以外

の者との間で行っている場合として政令で定める場合に該当すること（以下「非関連者

基準」という。）、（ｂ）その主たる事業が卸売業等以外の事業であるときは、その事

業を主として本店所在地国等において行っている場合として政令で定める場合に該当す

ること（以下「所在地国基準」という。）を要するものとされている（措置法４０条の

４第３項１号、２号、措置法施行令２５条の２２第８項、１２項）。 

イ 措置法４０条の４第７項の定め 

措置法第４０条の４第７項は、本件適用除外規定は、政令で定めるところにより、確定

申告書にこれらの規定の適用がある旨を記載した書面（以下「適用除外記載書面」とい

う。）を添付し、かつ、その適用があることを明らかにする書類その他の資料を保存し

ている場合に限り、適用するものとしている。 

２ 前提事実（争いのない事実、顕著な事実並びに掲記の証拠〔枝番号については省略すること

がある。〕及び弁論の全趣旨により容易に認められる事実） 

（１）原告の身分事項等 

原告は、昭和●年に兵庫県で生まれ、現在に至るまで日本国内に居住する者であり、現
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在はＡの最高経営責任者（ＣＥＯ）を務めている（甲２５）。 

乙（以下「乙」という。）は原告の兄であり、丙（以下「丙」という。）は乙の子であ

る。丁は乙の妻であり、戊は乙の子であり、Ｃは原告の子であり、Ｄは乙の孫である（以

下、これら６名及び原告を併せて「甲一族」という。）。 

（２）甲一族に関連する会社について 

ア 大正●年●月●日に大阪市に設立されたＥ株式会社（平成２０年に商号を変更する前

はＦ株式会社。以下、商号変更の前後を問わず「Ｅ」という。）は、かねてから電線等

の製造を行い、日本国内の工場や物流センター等を拠点に、ロボット用ケーブル（産業

用ロボットや工作機械などの内部配線に使用される電線）、汎用ケーブル（送電用電

線）及び電線加工品（以下、これらの製品を併せて「ケーブル等」という。）の製造・

販売を行ってきた（乙３、７、３３）。 

イ Ｅは、１９９５年（平成７年）３月●日、当時の中国による国外への資本移動に対す

る厳格な規制を踏まえ、中国で円滑に事業展開できるようにするため、香港における子

会社としてＢ（Ｂ）を設立した。その後、Ｂは、生産拠点となる子会社として、まず中

国に、１９９６年（平成８年）３月●日にＧ（以下「Ｇ」という。）を、２０００年

（平成１２年）１１月●日にＨ（以下「Ｈ」という。）をそれぞれ設立し（以下、Ｇ及

びＨを併せて「中国子会社」ということがある。）、次にタイにおいても、２００９年

（平成２１年）５月●日にＩ（以下「Ｉ」という。）を設立した。（乙７、８、２３） 

ウ Ｅは、平成２２年１２月●日、完全子会社として、株式会社Ｊ（以下「Ｊ」とい

う。）を設立した。Ｊは、後記（６）の組織再編を経て、平成２３年７月●日、Ｅを吸

収合併する（以下「本件合併」という。）とともに、商号をＫ株式会社に変更した（以

下、商号変更の前後を問わず「Ｋ」といい、Ｅと併せて「Ｌ」ということがある。また、

Ｌ及びその関係法人から成る企業グループを「Ｍグループ」という。）。（乙１、３４、

３５） 

エ Ｅは、本件合併前の平成２２年４月１日から同年１２月３１日までの事業年度（同年

中に事業年度の期間を１２月３１日までに変更したため、９か月間となっている。）に

おいて、７４億６５００万円の売上高、約８８億円の総資産を計上していた。同社は、

同日時点で、大阪市の本社のほか、横浜市及び福岡市の営業所、兵庫県●●の工場及び

同県●●の技術・物流センターを有しており、１５２人の従業員がいた。また、同日時

点における同社の日本国内の子会社として、Ｊのほか、株式会社Ｎ（以下「Ｎ」とい

う。）及び株式会社Ｏ（以下「Ｏ」という。）があった。（乙３１、３３） 

Ｋは、Ｅの事業を引き継いでケーブル等の製造販売事業を営み、本件合併直後の平成２

３年７月●日から同年１２月３１日までの事業年度（以下、Ｍグループ各社の事業年度

の記載については、「２０１１事業年度」などと表記し、２０１１事業年度及び２０１

２事業年度を併せて「本件各事業年度」という。なお、特段の断りのない限り、事業年

度の期間は１月１日から１２月３１日までである。）において、純資産の額約１２億７

８００万円、総売上高約４１億５５００万円及び税引前当期純損失約７億７４００万円

を計上し、２０１２事業年度において、純資産の額約１３億０６００万円、総売上高約

７７億０８００万円及び税引前当期純利益約５８００万円を計上した（乙４、５）。 

オ 平成２２年１２月３１日時点で、乙はＥの代表取締役（会長）であり、原告は同社の
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代表取締役（社長）であり、丙は同社の取締役であった。また、乙は、同日時点で、Ｂ

の董事長並びにＮ及びＯの代表取締役を兼任していた。（乙３１） 

本件合併直後の平成２３年７月●日時点で、乙はＫの代表取締役（会長）であり、原告

は同社の代表取締役（社長）であり、丙は同社の取締役であった。そのほか、同年１２

月３１日時点で、乙はＮ及びＯの代表取締役を、原告は両社の取締役を兼任していた。

その後の平成２６年９月２４日、乙はＫの取締役を辞任し、丙が同社の代表取締役に就

任し、同社の代表取締役は原告及び丙の２名となった。（乙１、３、１８、３３、３

４） 

カ なお、Ｍグループ内で用いられていたグループ各社の略称として、Ｌを「Ｌ」、Ｂを

「Ｂ」、Ｇを「Ｇ」、Ｈを「Ｈ」と呼称することがあった（甲６、６０の２）。 

（３）Ａについて 

ア Ａは、２０１０年（平成２２年）１０月●日に香港において設立された会社である

（乙６）。 

Ａは、本件各事業年度の役員報告書において、主な事業を株式の保有（ｉｎｖｅｓｔｍ

ｅｎｔ ｈｏｌｄｉｎｇ）及び子会社への管理サービスの提供（ｐｒｏｖｉｓｉｏｎ 

ｏｆ ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ ａｎｄ ａｄｍｉｎｉｓｔｒａｔｉｏｎ ｓｅｒｖｉｃ

ｅｓ ｔｏ ｓｕｂｓｉｄｉａｒｙ ｃｏｍｐａｎｉｅｓ）と記載していた（乙９、１

１）。 

イ Ａは、後記（６）の組織再編を経て、２０１１事業年度の末日において、Ｋの発行済

株式総数１００％、Ｂの発行済株式総数（優先株を含む。）の約９４％及びＩの発行済

株式総数の約６２．５％を保有していた（乙８、９）。 

また、Ａは、２０１２事業年度の末日において、Ｋの発行済株式総数の１００％、Ｂの

発行済株式総数（優先株を含む。）の約９４％及びＩの発行済株式総数の約５２．６％

を保有していた（乙１０、１１）。 

ウ Ａの本件各事業年度の各末日における発行済株式総数（２７２９万３０００株）のう

ち、居住者又は特殊関係非居住者である甲一族が約４１．１５％を、内国法人であるＰ

株式会社（以下「Ｐ」という。）が約１５．９７％を保有していたため（別表２）、居

住者等が有する直接及び間接保有の株式等の数の合計数の占める割合（関係法令等

（１）ア（ア）参照）は、少なくとも５７．１２％であった。 

原告は、本件各事業年度の各末日及び平成２５年１２月３１日において、Ａの株式４０

０万株（発行済株式総数の約１４．６６％）を保有していた（乙１２）。 

エ Ａの本件各事業年度の所得に対して課される租税の額が当該所得の金額に占める割合

（措置法施行令２５条の１９第１項に規定する割合〔関係法令等（１）ア（ウ）参

照〕）は、それぞれ１６．１％及び１６．２％であった（別表３。乙１３～１６）。 

オ Ａの本件各事業年度における役員は、原告、乙及び丙の３名（以下「乙ら役員」とい

うことがある。）のみであり、乙が最高経営責任者（ＣＥＯ）、原告が最高執行責任者

（ＣＯＯ）の地位にあった（甲２５、乙９、１１）。 

カ Ａの本件各事業年度における収入や資産等の額（数字は概数で日本円換算）は以下の

とおりであった（別表４。乙１１、２１の１及び３）。 

（ア）配当収入 
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２０１１事業年度                       ３２００万円 

２０１２事業年度                        ５６４万円 

（イ）管理契約（後記（７））に係る収入 

２０１１事業年度                       ６３３８万円 

２０１２事業年度                     １億３０６８万円 

（ウ）総収入金額 

２０１１事業年度                       ９５７８万円 

２０１２事業年度                     １億３６６２万円 

（エ）保有株式の額 

２０１１事業年度                    １４億９３４０万円 

２０１２事業年度                    １６億６８１３万円 

（オ）総資産の額 

２０１１事業年度                    １７億２７４１万円 

２０１２事業年度                    １７億４６１６万円 

（カ）総収入金額に占める配当収入の割合 

２０１１事業年度                        ３３．４％ 

２０１２事業年度                         ４．１％ 

（キ）総収入金額に占める管理契約に係る収入の割合 

２０１１事業年度                        ６６．２％ 

２０１２事業年度                        ９５．７％ 

（ク）総資産の額に占める保有株式の額の割合 

２０１１事業年度                        ８６．５％ 

２０１２事業年度                        ９５．５％ 

（ケ）総売上高 

２０１１事業年度                       ９５３８万円 

２０１２事業年度                     １億３６３３万円 

キ Ａが作成した２０１１年（平成２３年）１２月３１日付けスタッフリストには、中国

人女性のＱ（漢字表記はＱであり、通称はＱである。以下「Ｑ」という。）が副総経理

（Ｖｉｃｅ Ｐｒｅｓｉｄｅｎｔ）として記載されているのみであった（甲２６、乙２

２の１）。 

一方、同社が作成した２０１２年（平成２４年）１２月３１日付けスタッフリストには、

①Ｑのほか、②中国人女性のＲ（以下「Ｒ」という。）が副総経理（Ｖｉｃｅ Ｐｒｅ

ｓｉｄｅｎｔ）として、③日本人男性のＳ（以下「Ｓ」という。）がＶｉｃｅ Ｇｅｎ

ｅｒａｌ Ｍａｎａｇｅｒとして、④中国人男性のＴ（以下「Ｔ」という。）がＶｉｃ

ｅ Ｇｅｎｅｒａｌ Ｍａｎａｇｅｒとして記載されていた（甲２６、２９、乙２２）。 

ク Ａが２０１１年（平成２３年）７月●日付けで作成した組織図には、各部門下にその

担当者名が記載されており、Ｑの氏名のほか、上記キのスタッフリストには記載がなか

ったＲの氏名も記載されていた。（甲２７）。 

また、Ａが２０１２年（平成２４年）８月１日付けで作成した組織図には、各部門下の

担当者名として、Ｑ、Ｒ、Ｓ、Ｔの氏名が記載されていたほか、上記キのスタッフリス
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トには記載がなかったＵ（以下「Ｕ」という。）、Ｖ（以下「Ｖ」という。）、Ｗ（以

下「Ｗ」という。）が技術総合研究所（以下「本件研究所」という。）の担当者として

記載されていた（甲６、２７、３２）。 

ケ Ａは、２０１１年（平成２３年）４月１日から翌年３月３１日までの期間に係る雇用

主支払報告書において、同期間中に雇用した者又は退職年金を支払った者（以下「雇用

した者等」という。）として、役員３名（上記オ）のほかにはＱ１名しか記載せず、ま

た、２０１２年（平成２４年）４月１日から翌年３月３１日までの期間に係る雇用主支

払報告書においても、同期間中に雇用した者等として、役員３名のほかにはＱ及びＲし

か記載しなかった。なお、上記各報告書は、所定の書式により作成し、香港税務当局に

提出するものであるところ、同書式には、注意事項として、当該期間中に雇用した者等

について全てを記載すべきこと、正確に記載しなかった場合等には重い罰則が科せられ

る場合があることが記載されている。（乙６４） 

（４）Ｂについて 

ア Ｂは、ケーブル等の原材料等をＬから仕入れてＧ及びＨ（中国子会社）に販売し、当

該原材料等を用いて両社が製造したケーブル等の製品を仕入れてＬ等に販売するという、

いわゆる進料加工を目的とした卸売業を営んでいた（乙２４、２５、２６、２７、２

８）。 

Ｂは、２０１１事業年度において、純資産の額約１億３７８２万香港ドル（約１３億

円）、総売上高約３億０２７６万香港ドル（約３０億円）及び税引前当期純利益約１８

３５万香港ドル（約１億８０００万円）を計上し、また、２０１２事業年度において、

純資産の額約１億３５０３万香港ドル（約１５億円）、総売上高約１億６２２１万香港

ドル（約１８億円）及び税引前当期純損失約２８１万香港ドル（約３１４８万円）を計

上した（乙２１、２６）。 

イ Ｂの２０１１事業年度の所得に対して課される租税の額が当該所得の金額に占める割

合（措置法施行令２５条の１９第１項に規定する割合〔関係法令（１）ウ参照〕）は、

０％であった（別表３。乙２４～２６）。 

ウ Ｂの２０１１事業年度における販売取扱金額又は仕入取扱金額に占める関連者以外の

者との取引に係る金額の割合（本件適用除外要件のうち非関連者基準〔関係法令（２）

ア〕について定める措置法施行令２５条の２２第８項１号に規定する割合）は、それぞ

れ２３％（販売取扱金額）及び２４％（仕入取扱金額）であり、いずれも５０％を超え

ていなかった（乙２７）。 

（５）Ｉについて 

Ｉは、タイに工場を設けてケーブル等を製造し、これをアセアン諸国に販売するなどの

事業を営んでいたところ、２０１１年（平成２３年）１０月の大洪水により工場や事務所

が被災したことなどが原因で財務状態が悪化し、２０１１事業年度において、債務超過額

約１４７１万バーツ（約３６０６万円）、総収入金額約３９０万バーツ（約９５７万円）

及び当期純損失約２１６１万バーツ（約５２９６万円）を計上した。また、Ｉは、２０１

２事業年度において、純資産の額約２７９８万バーツ（約７８９１万円）、総収入金額約

１６８１万バーツ（約４７４３万円）及び当期純損失約１７３０万バーツ（約４８７９万

円）を計上した。（乙２１の６及び７、２９、３０） 
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（６）Ｍグループにおける組織再編の経緯 

ア Ｍグループは、国際的な知名度ないし信用度を高めるため、香港での株式上場を目指

すこととし、香港に新会社（Ａ）を設立してこれを最終親会社とする組織再編を行った

（甲２５。以下「本件組織再編」という）。本件組織再編の具体的な経緯は、次のとお

りである。 

（ア）２０１０年（平成２２年）１０月●日、原告、乙及び丙を出資者として、Ａが設立

された（前記（３）ア、乙３２）。 

（イ）同年１２月●日、Ｅを出資者として、Ｊ（後のＫ）が設立された（前記（２）ウ）。 

（ウ）その後、ＥはＪの株式全てをＡに譲渡し、ＡはＪの完全親会社となった（乙３６）。 

（エ）Ｊは、平成２３年７月●日、Ｅを吸収合併し（本件合併）、Ｋへと商号変更をする

とともに、Ｅ（被合併法人）の株主に対し、合併の対価として、Ａの株式を従前の持分

比率と同等の割合で交付した。このようにして、Ｅの株主であった者が株式を保有する

Ａが、Ｋの完全親会社となったものである。（前記（２）ウ、乙３３、３７） 

（オ）そのほか、Ｂが保有していたＩの株式（発行済株式総数の約６２．５％）について、

２０１１年（平成２３年）にＡに譲渡され、また、Ｋ及び乙が保有していたＢの株式

（発行済株式総数の約９４％）について、同年１１月３０日にＡに譲渡された（乙８、

９、２５、３８、３９）。 

イ 本件組織再編の結果、平成２３年１１月３０日時点で、Ａは、Ｋの発行済株式総数の

１００％、Ｂの発行済株式の約９４％、Ｉの発行済株式の約６２．５％を保有し（以下、

これら３社を併せて「本件各子会社」という。）、さらに、Ｂの完全子会社であるＧ及

びＨ（中国子会社〔前記（２）イ〕）を孫会社とする最終親会社となった。 

（７）ＡとＫ等との契約 

ア Ａ及びＩは、２０１１年（平成２３年）４月１日付けで管理契約（以下「Ｉ管理契

約」という。）を締結し、①ＡはＩに対し、管理サービス（具体的には、（ａ）システ

ムの事務管理、（ｂ）会計部門のチェック、（ｃ）営業支援）を提供すること、②その

提供の際に生じた費用はＡが負担すること、③ＩはＡに対し、管理料として月額５００

米ドルを支払うことを合意した（乙４０）。 

イ Ａ及びＫは、２０１１年（平成２３年）７月●日付けで管理契約（以下「Ｋ管理契

約」という。）を締結し、①ＡはＫに対し、管理サービス（具体的には、（ａ）日本を

含むアジア地域全域の管理の指導、（ｂ）Ｋの海外投資のリスク軽減、（ｃ）同社のキ

ャッシュフロー及び貸借対照表の向上、（ｄ）Ａの子会社で開発された新しい技術情報

の提供）を提供すること、②その提供の際に生じた費用はＡが負担すること、③ＫはＡ

に対し、管理料として、Ｋの製品に係る売上金額の１．５％相当額（子会社への原材料

販売によるものは除く。）を支払うことを合意した（乙４１）。 

ウ Ａ及びＢは、２０１１年（平成２３年）１０月１日付けで管理契約（以下「Ｂ管理契

約」といい、Ｉ管理契約及びＫ管理契約と併せて「本件各管理契約」という。）を締結

し、①ＡはＢに対し、管理サービス（具体的には、（ａ）中国子会社を含むＢに対する

管理の指導、（ｂ）Ｂの中国投資のリスク軽減、（ｃ）Ｂのキャッシュフロー及び貸借

対照表の向上、（ｄ）Ａの子会社で開発された、又は開発される新しい技術情報の提

供）を提供すること、②その提供の際に生じた費用はＡが負担すること、③ＢはＡに対
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し、管理料として、Ｂの製品に係る売上金額の１．５％相当額（子会社への原材料販売

によるものは除く。）を支払うことを合意した（乙４２）。 

（８）本件訴訟に至る経緯等 

ア 確定申告等 

原告は、別表１「確定申告」欄記載の各年月日（法定申告期限内）に、西宮税務署長に

対し、平成２４年分の所得税の確定申告書（以下「平成２４年分確定申告書」とい

う。）及び平成２５年分の所得税等の確定申告書（以下「平成２５年分確定申告書」と

いい、平成２４年分確定申告書と併せて「本件各確定申告書」という。）を提出した

（甲１）。 

ただし、本件各確定申告書には、適用除外記載書面（関係法令（２）イ）は添付されて

いなかった。 

イ 本件各処分 

西宮税務署長は、大阪国税局の職員による調査に基づき、平成２７年１０月３０日付け

で、原告に対し、別表１「更正処分等」欄のとおり、本件各処分をした（甲２）。 

ウ 異議申立て及び決定 

原告は、平成２７年１２月２８日、大阪国税局長に対し、本件各処分を不服として異議

申立てをした（乙４３）。 

これに対し、大阪国税局長は、平成２８年３月１６日付けで、原告の異議申立てをいず

れも棄却する旨の決定をした（甲３）。 

エ 審査請求及び裁決 

原告は、平成２８年４月２１日、国税不服審判所長に対し、本件各処分を不服として審

査請求をした（乙４４）。 

これに対し、国税不服審判所長は、平成２９年３月３日付けで、原告の審査請求をいず

れも棄却する旨の裁決をし、その裁決書謄本は同月１６日頃原告に送達された（甲４）。 

オ 訴訟の提起 

原告は、平成２９年９月１４日、本件訴訟を提起した（顕著な事実）。 

３ 課税の根拠 

被告が主張する本件各処分の適法性の根拠は別表３のとおりであり、原告は、後記４の争点

に関する部分を除き、その計算の基礎となる金額及び計算方法を明らかに争わない。 

４ 争点 

本件の争点は、本件各処分の適法性であり、具体的には以下のとおりである。 

（１）本件各事業年度におけるＡ及び２０１１事業年度におけるＢが、それぞれ特定外国子会社

等に該当するか否か 

（２）本件各確定申告書に適用除外記載書面の添付がなかったことにより、本件適用除外規定が

適用されないこととなるか否か 

（３）Ａが本件適用除外要件に係る次の各基準を満たしているか否か 

ア 事業基準 

イ 管理支配基準 

ウ 所在地国基準 

５ 当事者の主張 
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争点に関する当事者の主張の要旨は、別紙４のとおりである。なお、同別紙で定義する略語

は、本文においても用いる。 

第３ 当裁判所の判断 

当裁判所は、本件各事業年度におけるＡ及び２０１１事業年度におけるＢについて、措置法

４０条の４第１項の特定外国子会社等に該当し、かつ、本件各確定申告書に適用除外記載書面

の添付がなかったことにより本件適用除外規定は適用されず、この点を措くとしても本件適用

除外要件の全てを満たすものとはいえないから、本件各処分は適法であり、原告の請求はいず

れも理由がなく棄却すべきものと判断する。その理由の詳細は、次のとおりである。 

１ 争点（１）（本件各事業年度におけるＡ及び２０１１事業年度におけるＢが、それぞれ特定

外国子会社等に該当するか否か）について 

（１）Ａについて 

措置法４０条の４第１項にいう特定外国子会社等とは、同項各号に掲げる居住者に係る

外国関係会社のうち、本店所在地国等におけるその所得に対して課される税の負担が本邦

における法人の所得に対して課される税の負担に比して著しく低いものとして政令で定め

る外国関係会社に該当するものである（同項本文）から、特定外国子会社等に該当するた

めには、まず外国関係会社であることが前提となる。そして、外国関係会社とは、外国法

人で、その発行済株式又は出資の総数又は総額のうちに居住者等が有する直接及び間接保

有の株式等の合計数又は合計額の占める割合が１００分の５０を超えるものをいう（同条

２項１号）ところ、Ａについては、本件各事業年度の終了時において、その発行済株式総

数のうちに居住者等が有する直接及び間接保有の株式等の合計数の占める割合は少なくと

も５７．１２％であり（前提事実（３）ウ）、その割合が１００分の５０を超えていたか

ら、Ａは外国関係会社に該当する。 

また、上記のとおり、特定外国子会社等に該当するためには、当該外国関係会社が措置

法４０条の４第１項各号に掲げる居住者に係るものである必要があるところ、Ａについて

は、本件各事業年度の終了時において、その発行済株式総数のうちに原告が有する株式等

の数の占める割合は約１４．６６％であり（前提事実（３）ウ）、その割合が１００分の

１０以上であったから、原告はＡとの関係で同項１号の居住者に該当する。 

そして、措置法施行令２５条の１９第１項は、措置法４０条の４に規定する政令で定め

る外国関係会社を同項各号に掲げるものとするところ、Ａについては、本件各事業年度の

所得に対して課される租税の額が当該所得の金額に占める割合は、それぞれ１６．１％及

び１６．２％であり（前提事実（３）エ）、その割合が１００分の２０以下であったから、

Ａは同項２号に該当する。 

したがって、Ａは、本件各事業年度において、原告に係る特定外国子会社等に該当する。 

（２）Ｂについて 

Ｂについては、２０１１事業年度の終了時において、その発行済株式総数のうちに占め

るＡが有する株式等の数の割合（以下「Ａ保有割合」という。）は約９４％であり（前提

事実（３）イ）、かつ、Ａの発行済株式総数のうちに居住者等が有する直接及び間接保有

の株式等の合計数の占める割合は少なくとも５７．１２％であった（上記（１））。した

がって、Ｂの２０１１事業年度の終了時における発行済株式総数のうちに居住者等が有す

る直接及び間接保有の株式等の合計数の占める割合は少なくとも約５３．６９％となり、
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その割合が１００分の５０を超えていたから、Ｂは外国関係会社に該当する。 

また、Ａの発行済株式総数のうちに原告が有する株式等の数の占める割合は約１４．６

６％であり（上記（１））、これにＡ保有割合（約９４％）を乗じると、Ｂの２０１１事

業年度の終了時における発行済株式総数のうちに原告が有する株式等の数の占める割合は

約１３．７８％となり、その割合が１００分の１０以上であったから、原告はＢとの関係

でも措置法４０条の４第１項１号の居住者に該当する。 

そして、Ｂにおいては、２０１１事業年度の所得に対して課される租税の額が当該所得

の金額に占める割合は０％であり（前提事実（４）イ）、その割合が１００分の２０以下

であったから、Ｂは、措置法施行令２５条の１９第１項２号に該当する。 

したがって、Ｂは、２０１１事業年度において、原告に係る特定外国子会社等に該当す

る。 

（３）原告の主張について 

原告は、タックス・ヘイブン対策税制においては、同税制及び各種関連規定の趣旨・目

的を踏まえた法解釈を要し、外国関係会社に該当するためには、措置法の規定文言に形式

的に該当するのみでは足りず、租税回避を推認することができるような居住者等による外

国法人の実質的支配や株式の分散保有による租税回避の意図の存在を要するものと解すべ

きである旨主張する。 

そこで検討すると、タックス・ヘイブン対策税制について規定する措置法４０条の４は、

内国法人がタックス・ヘイブン（法人の所得等に対する租税の負担がないか又は極端に低

い国若しくは地域）に設立した会社に所得を留保することにより我が国における租税の負

担を回避しようとする事例に対処し、税負担の実質的な公平を図ることを目的とするもの

であるが、かかる目的の下にその適用要件を具体的に規定するに当たり、特定外国子会社

等の要件については上記（１）のような外国法人の発行済株式総数のうちに居住者等の保

有株式が占める割合等によるものとした上で（１項）、これに該当する外国法人であって

も、独立企業としての実体を備え、その本店所在地国等において事業活動を行うことにつ

き十分な経済合理性を有する場合があり得ることを考慮して、本件適用除外要件（３項）

を定めた上で、これらを全て満たす場合には、１項の規定を適用しないこととしているも

のである。このように、措置法４０条の４は、１項及び３項の各要件に係る判断を通じて

上記目的の実現を図ることとしているものであり、租税回避の目的の有無や、税負担の不

当な軽減となる実体の有無等については、その適用又は適用除外の要件として定めていな

いのであるから、同条の趣旨・目的に鑑みても、原告が主張するような、居住者等による

外国法人の実質的支配や株式の分散保有による租税回避の意図等の明文にない要件を加え

る解釈によることはできないものというべきである。したがって、原告の上記主張は採用

することができない。 

（４）争点（１）についての小括 

以上によれば、Ａは本件各事業年度において、Ｂは２０１１事業年度において、それぞ

れ原告に係る特定外国子会社等に該当する。 

２ 争点（２）（本件各確定申告書に適用除外記載書面の添付がなかったことにより、本件適用

除外規定が適用されないこととなるか否か）について 

（１）措置法４０条の４第７項は、同条３項に定める本件適用除外規定は、政令で定めるところ
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により、確定申告書に同規定の適用がある旨を記載した書面（適用除外記載書面）を添付し、

かつ、その適用があることを明らかにする書類その他の資料を保存している場合に限り、適

用する旨を定めている。その趣旨は、本件適用除外規定の適用を受けることについて納税者

の意見を明らかにさせるとともに、その根拠となる資料を保存させることで、課税庁が本件

適用除外要件の該当性を適正かつ迅速に判断することができるようにし、租税法律関係を早

期に確定させることにあると解される。 

しかるところ、原告は、本件各確定申告書の提出時に、適用除外記載書面を添付しなか

った。 

（２）この点について、原告は、納税者が確定申告の段階で当該外国法人につき特定外国子会社

等に該当しないと判断したために適用除外記載書面を添付しなかった場合にまで、措置法４

０条の４第７項により本件適用除外規定が適用されなくなると解するのは相当ではない旨主

張する。 

しかし、特定外国子会社等に該当するための要件は、上記１（１）のとおり、外国法人

の発行済株式総数のうちに居住者等の保有株式が占める割合等により客観的に判定し得る

ものであり、本件においても、Ａの最高執行責任者等の地位にあった原告は、同社及びＢ

について上記の保有割合等を確認することにより上記各社が特定外国子会社等に該当する

ことを容易に判断することができたといえる。原告が、本件各確定申告書の提出時におい

て、上記各社が特定外国子会社等に該当しないと判断し、そのために適用除外記載書面を

添付しなかったのであるとしても、それは、上記１のとおり、原告が、居住者等による外

国法人の実質的支配や株式の分散保有による租税回避の意図等の明文にない要件を満たさ

なければ特定外国子会社等に該当しないものとする独自の解釈を採っていたことによるも

のにすぎない。 

そうすると、本件において原告が適用除外記載書面を添付しなかったことにつき、措置

法４０条の４第７項の規定の適用が制限され、同条３項の本件適用除外規定が適用される

ものとなると解することはできず、原告は、本件各確定申告書の提出時に適用除外記載書

面を添付しなかった以上、本件適用除外規定の適用を受けることができないというべきで

ある。 

したがって、原告の上記主張は採用することができない。 

３ 争点（３）ア（Ａが本件適用除外要件に係る事業基準を満たしているか否か）について 

上記２のとおり、原告は本件各事業年度におけるＡ及び２０１１事業年度におけるＢとの関

係で本件適用除外規定の適用を受けることができないから、その余の争点について判断するま

でもなく原告の請求は理由がなく棄却すべきものであるが、事案に鑑み、争点（３）アについ

ても検討を加えることとする。 

（１）認定事実 

前記前提事実並びに掲記の証拠及び弁論の全趣旨によれば、次の事実が認められる。 

ア Ａ等について 

（ア）Ｍグループは、２０１０年（平成２２年）頃、将来における国内市場の縮小に備え、

アジア・太平洋地域への進出を検討し、具体的には、海外企業の買収等を行いやすくす

るため、当時の物流・商流の中心であり資金調達の為替リスク軽減も可能な香港におい

て会社の上場を目指すこととした。Ｍグループには、従前から、ケーブル等の生産拠点
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である中国子会社の株式を保有するＢが存在していたが、同社は香港証券取引所におけ

る上場基準を満たしていなかったことなどから、Ｂとは別に新会社であるＡを香港に設

立することとし、グループ各社をその子会社とすることとした。なお、Ａの子会社とな

ったグループ各社の中には、ＢやＩのほか、本件合併によりＥの事業を承継したＫも含

まれていた。（前提事実（２）イ、ウ、（３）イ、甲２５、乙３３、５６、証人乙） 

（イ）本件各事業年度当時、Ａの本店事務所は、Ｂの本店事務所と同じ建物の同じ部屋に

あり、両社の電話番号・ファクス番号も共通していた（甲４８、５１、乙８、４２、証

人Ｒ〔１９頁〕）。 

（ウ）本件各事業年度において、ＡのＣＥＯである乙は、同社の運営・管理やグループ各

社のバランスシートに係る事項を担当し、ＣＯＯである原告は、営業担当役員として、

グループ各社の営業活動や研究開発活動に係る事項を担当していた。なお、本件各事業

年度と重なる平成２３年７月●日当時、乙はＫの代表取締役（会長）、原告は同社の代

表取締役（社長）であり、その後、乙は平成２６年９月２４日に退任するまで同社の役

員を継続し、原告は同日以降も同社の役員を継続していた。（前提事実（２）オ、甲２

５） 

（エ）Ａが香港税務当局に提出した雇用主支払報告書によれば、同社と雇用契約を締結し、

同社から給与の支払があった従業員（役員を除く。以下同じ）は、①２０１１年（平成

２３年）年４月１日から翌年３月３１日まではＱ１名であり、②２０１２年（平成２４

年）４月１日から翌年３月３１日まではＱ及びＲの２名であった（前提事実（３）ケ）。

なお、Ｒは、上記①の期間においては、Ｂと雇用契約を締結し、同社から給与の支払を

受けていた（乙６３）。 

（オ）Ａが本件各事業年度中に新たに取得した有形固定資産のうち什器備品の金額は、５

０８８香港ドル（約５万円）であった（乙１１、２１の３）。 

（カ）平成２４年３月２９日に開催されたＫの第２回定時株主総会の資料には、Ａの主要

な事業内容がホールディングカンパニーである旨記載されている。また、平成２６年１

月２４日時点のＫのホームページには、Ａについて、香港を中心とする日本を含む東ア

ジア・アセアン地域にケーブル等を供給する８社を統括する持株会社である旨の記載が

ある（乙７、１８）。 

イ Ｒ、Ｑ及びＳの雇用関係等 

（ア）Ｒについて 

Ｒは、平成１１年４月にＥに入社し、２０１１年（平成２３年）２月１日付けで、Ｅ

からＢへの出向を命じられ、同年３月中旬頃から香港での勤務を開始し、さらに、２０

１２年（平成２４年）１月１日付けで、Ａへの出向を命じられた。もっとも、上記ア

（エ）のとおり、同年３月３１日まではＲとＢとの間に雇用関係があったが、この間、

ＡとＢとの間で派遣契約等は締結されていなかった。（甲２６、乙６１、証人Ｒ〔１７、

１９、２０頁〕） 

Ｒの肩書は、２０１１年（平成２３年）中はＢの董事長補佐であり、２０１２年（平

成２４年）中はＡの副総経理であって、電子メール等でもこの肩書を使用していた（甲

２６、４２、４３、４８、４９、５８、証人Ｒ〔１９頁〕）。 

Ｒは、２０１１年（平成２３年）３月以降、Ｂの業務として、同社の財務書類と中国
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子会社の財務書類との連結作業等を行ったほか、Ａへの出向を命じられる前から、同年

の本件組織再編によりＡがＭグループの親会社となったことを受け、グループ各社の連

結決算に関する業務も行ったり、Ａの上場に向けた業務を行うなど、Ａの財務・経理等

に関する業務も担当していた（前提事実（６）ア、甲２６、４２、５８、証人Ｒ）。 

（イ）Ｑについて 

本件各事業年度において、Ａの従業員であったＱは、香港に常駐し、同社の副総経理

として、同社の総務・人事を担当していた（甲２６）。 

（ウ）Ｓについて 

Ｓは、Ｍグループの同業他社に勤務していたところ、２０１１年（平成２３年）１２

月に、Ｈと雇用契約を締結し、同社の副総経理兼営業部長という肩書で、Ｈの本社及び

その上海支社に勤務していた。その後、Ｓは、２０１３年（平成２５年）以降にＡと雇

用契約を締結したが、少なくとも同年３月末までは、Ａから給与の支払を受けていない。

（甲２９、５９、乙６４、証人Ｓ〔８～１０頁〕） 

ウ 中国子会社の不動在庫の解消について 

（ア）ＥとＢ及び中国子会社とは、２００７年（平成１９年）４月１日、取引基本契約を

締結し、Ｅがケーブル等の原材料を、Ｂを通じて中国子会社に販売し、中国子会社が上

記原材料を用いて製造した加工品（ケーブル等の製品）を、Ｂを通じてＥに販売すると

いういわゆる進料加工を行い（本件ＯＥＭ取引）、同契約上の地位は本件合併によりＫ

に承継された（前提事実（４）ア、甲２６、５８、６３、６４）。 

（イ）本件ＯＥＭ取引においては、中国子会社がＢを通じて購入した原材料につき、加工

品の製造に使われなかったもの（以下「残余材料」という。）がある場合には、その在

庫はＥの負担とし、これを中国国内で処分できない場合には同社の費用負担で日本に送

付することができるものとされていた（甲６３、６４）。 

ところが、実際には、Ｂないし中国子会社が、本件組織再編までＢの親会社であった

Ｅに対して残余材料に係る資材在庫の引取りを請求することは困難であり、そのため、

Ｍグループにおいては、２０１１年（平成２３年）４月の時点で、中国子会社で製品に

加工する見込みのない資材在庫が長期間滞留していること（不動在庫）が深刻な問題と

なっていた（甲５８、証人Ｒ）。 

（ウ）乙は、２０１１年（平成２３年）４月３０日、Ｒを含む数名に対し、同月末現在に

おいて３か月以上滞留している不動在庫の報告を指示した。これを受けて、Ｒは、中国

子会社の不動在庫をＥに引き取ってもらうよう調整し、その結果、同年５月１６日まで

に、中国子会社の不動在庫は大幅に減少した。（甲２６、４８、証人Ｒ） 

エ 中国子会社の財務管理等について 

２０１２年（平成２４年）頃、Ｈに差し入れられていた手形について、信用力の裏付け

がほとんどないものであったことが判明し、このことをきっかけとして、Ｍグループに

おいては、中国子会社の顧客管理・与信管理の状況を調査することとなった。 

Ｒは、乙の指示により、同年６月以降、中国子会社から顧客管理データを提出させ、顧

客管理・与信管理の状況を調査したほか、Ｋにおける与信管理の方式を参考に、中国子

会社においても同様の顧客別与信管理制度を導入するための準備を行い、その結果、同

年１１月１日から同制度が開始された。（以上につき、甲２６、４４、４５～４７、５
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１、証人乙〔６頁〕、証人Ｒ） 

オ 洪水被害を受けたＩへの対応について 

Ｉは、２０１１年（平成２３年）１０月に発生した大洪水により大きな被害を受けた。

Ｒは、乙の指示により、２０１２年（平成２４年）３月にタイに出張し、その被害状況

等を確認するとともに、Ｉの経理担当者とともに現地会計事務所の担当者と面談し、水

没した機械類や材料の会計処理について協議するなどした。なお、被災したＩへの援助

には、ＧやＫの従業員も派遣された（前提事実（５）、甲２６、６６、証人乙〔２９

頁〕、証人Ｒ）。 

カ 新規顧客の開拓について 

（ア）Ｈは、２００９年（平成２１年）から、Ｘグループ（別紙４の３（３）イ参照）の

子会社であるＹに対する営業を開始した（甲３０の３、６７）。 

Ｓは、前記イ（ウ）のとおり、２０１１年（平成２３年）１２月にＨに雇用されて勤

務を開始し、Ｙに対する営業活動に従事した。Ｙに対する営業活動に当たっては、乙や

原告がＳに指示をしたり、乙がＳの要請を受けてＡのＣＥＯとしてプレゼンテーション

を行うこともあったが、乙や原告の上記指示は概括的なものにとどまり、具体的な営業

活動はＳの判断において行われた。 

このような営業活動の結果、Ｈの製品がＹに採用されることとなったが、その製造は

Ｇにおいて行い、Ｈを通じてＹに納品された。 

（以上につき、甲２９、証人乙、証人Ｓ、原告本人） 

（イ）Ｓは、Ｈ（Ｈ）の副総経理として、Ｙに対する上記営業活動に係る報告内容を含む

「Ｈ営業部（北京、上海、蘇州営業）の営業戦略と重要顧客戦略」及び「Ｈ営業部（北

京、上海、蘇州営業）の開発進捗管理シート」と題するファイルをＲに送付し、Ｒがこ

れを「各子会社の報告書」として取りまとめ、２０１２年（平成２４年）１２月５日、

Ａの乙ら役員に対し提出した（甲３０）。 

キ 新製品の開発について 

（ア）Ｍグループにおいては、Ｙに対する上記営業活動を通じて得た経験から、欧米系メ

ーカーが求める品質管理基準等に対応できるような技術開発を行うことが必要であると

して、２０１２年（平成２４年）６月１４日のＡの取締役会決議により、同年８月に本

件研究所を設置することとされた。本件研究所は、Ｈの工場内に設置され、その所長で

あるＵはＨの総経理との兼務、副所長であるＶはＨの副総経理との兼務、副所長である

Ｗ（大阪駐在）はＫの技術主幹との兼務であった。（甲３２、３３、６９） 

（イ）乙は、同年８月２日、グループ各社に対し、新たな素材によるケーブル等（以下

「新製品」という。）の開発を指示し、型番ごとにＧ、Ｈ、Ｋ（●●工場）においてそ

れぞれ分担して開発を行うとの方針を示した（甲５２）。 

上記方針の下、上記３社がそれぞれ割り当てられた新製品の開発を行い、上記３社の

技術開発担当者等が閲覧できるデータベースによって、その開発計画や進捗状況等の情

報が共有された。これらの開発は、２０１２年（平成２４年）１１月頃に開始され、２

０１４年（平成２６年）に完了し、これによって製品化された新製品は、Ｇ及びＫにお

いて製造されている。（甲５２、５４、６１、原告本人〔９頁〕）  

（２）検討 
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前記前提事実及び上記（１）の認定事実を踏まえ、Ａが本件各事業年度において本件適

用除外要件に係る事業基準を満たすか否かについて検討する。なお、前提事実（３）アの

とおり、Ａは、本件各事業年度の役員報告書において、主な事業を「株式の保有」及び

「子会社への管理サービスの提供」と記載しており、少なくとも、これらの事業以外に主

な事業があったことはうかがえない。そこで、Ａが事業基準を満たす（主たる事業が株式

保有業以外の事業である）というためには、主たる事業が管理サービス業であると認めら

れる必要がある。 

ア 本件各管理契約の内容について 

Ａは、２０１１年（平成２３年）４月にＩとの間で、同年７月にＫとの間で、同年１０

月にＢとの間でそれぞれ管理契約（本件各管理契約）を締結し、これらの契約において

は、Ａがこれら各社に対する管理サービスを提供すること（管理業務）の対価（管理

料）として、Ｉにおいては月額５００米ドルを、Ｋ及びＢについては製品売上金額の１．

５％相当額を支払うことと定められている（前提事実（７））。 

もっとも、本件各管理契約にはＡが行うとされた管理業務の内容としてそれぞれ複数の

業務が定められているところ、個々の業務に対応した管理料の内訳の定めはなく、業務

内容の定めも抽象的なものにとどまっている。 

Ｅは、本件組織再編まではＭグループの中心となる親会社としてケーブル等の製造販売

を行い、本件合併前の事業年度（９か月間）には約７４億円の売上高があり、その事業

が本件合併によりＫに承継されてからも、２０１１事業年度（６か月間）において約４

１億円、２０１２事業年度（１２か月間）において約７７億円の売上高があり、本件合

併前とほぼ同様の売上高が計上されている（前提事実（２）エ、（６））。また、Ｂに

ついても、本件組織再編の前から、ケーブル等の原材料の中国子会社への販売及び中国

子会社が製造した製品のＥへの販売により収入を得ていたものであり、２０１１事業年

度（１２か月間。そのうちＢ管理契約の対象とされたのは最後の３か月間）において約

３億香港ドル（約３０億円）、２０１２事業年度（１２か月間）において約１億６００

０万香港ドル（約１８億円）の売上高が計上されている（前記事実（４）ア）。これら

の結果、Ａにおいては、本件各管理契約による管理料収入が２０１１事業年度において

６３３８万円（総収入金額の６６．２％）、２０１２事業年度において１億３０６８万

円（総収入金額の９５．７％）に達している。他方、Ｉ管理契約における管理業務の内

容は、他の２社に係る管理契約と比べて特に軽微なものとはいえないにもかかわらず、

Ｉの財務状況を考慮して、月額５００米ドルという非常に安価な管理料が定められてい

る。 

このように本件各管理契約の業務内容と管理料収入とが必ずしも連関しないことに加え

て、ＡのＣＥＯとして本件各管理契約の締結に関与した乙が、上記の管理料を定めた経

緯について、Ａの人件費を確保するという観点から管理料の金額を決めた旨の証言をし

ていることを考慮すると、本件各管理契約における管理料の定めは、同契約に定められ

た管理業務を行うために要する具体的な費用の見積りや、管理業務の実施による各社の

売上高への貢献度を評価したものではなく、役員報酬を含むＡの人件費を上記３社にそ

の財務状況に応じて負担させる趣旨から定められたものと認めるのが相当である。 

事業基準における「主たる事業」は、特定外国子会社等の当該事業年度における事業活
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動の具体的かつ客観的な内容から判定することが相当であるところ、上記のような本件

各管理契約の内容や管理料が定められた趣旨等に照らせば、本件各事業年度におけるＡ

の主たる事業が株式の保有業でなく管理サービス業であるといえるか否かを判断するに

当たっては、約定の管理料による収入が総収入に占める割合を配当収入のそれと単純に

比較するのではなく、Ａが実際に上記３社に対して本件各管理契約に基づく管理業務を

行っているか否か、行っている場合には、その内容・程度に照らし、その業務が客観的

にみて約定の管理料との対価性を有するものといえるか否かを考慮して、これが当該事

業年度におけるＡの事業活動全体のうちに大きな比重を占めるものといえるか否かとい

う観点から判断すべきである。 

以下、このような観点から、本件各事業年度においてＡが行ったと原告が主張する管理

業務について検討する。 

イ ２０１１事業年度について 

（ア）原告が、２０１１事業年度においてＡが本件各管理契約に基づいて行ったと主張す

る管理業務は、中国子会社に係る不動在庫解消業務であり、これは、Ｂ管理契約にいう

「キャッシュフロー及び貸借対照表の向上」に係る業務（キャッシュフロー改善等業務

〔前提事実（７）ウ〕）に該当するものとして主張されているものである。 

しかし、Ｂ管理契約が締結されたのは２０１１年（平成２３年）１０月１日であり

（前提事実（７）ウ）、同契約は同日以降にＡが行う管理業務について定めたものであ

るところ、Ｒが乙の指示を受けて中国子会社の不動在庫問題への対応を行ったのは、Ｂ

管理契約が締結される前の同年４月から５月頃までの間であり（認定事実ウ（ウ））、

Ｒの上記対応が同契約に基づく管理業務としてされたものと認めることはできない。 

また、そもそも、Ｒは、同年中においては、Ｂに雇用され、同社から給与の支払を受

けていたものであり、ＡとＢとの間ではＲに関する派遣契約等は締結されていなかった

ところ、Ｒが行った中国子会社の不動在庫問題への対応は、その直接の親会社であるＢ

が行うべき業務であるといえるから、Ｒの上記対応がＡの業務として行われたものと認

めることもできない。 

（イ）以上のとおり、Ａが２０１１事業年度においてＢ管理契約に基づき不動在庫解消業

務を行った事実は認めることができず、それ以外に、Ａが同事業年度において本件各管

理契約に基づく管理業務を行ったこともうかがわれないから、同事業年度におけるＡの

主たる事業が株式保有業であったことは明らかである。したがって、同事業年度におい

て、Ａは事業基準を満たしていなかったと認められる。 

ウ ２０１２事業年度について 

原告が、２０１２事業年度においてＡが本件各管理契約に基づいて行ったと主張する管

理業務は、①与信等管理業務、②被災処理業務、③新規顧客開拓業務、④技術開発業務

である。そこで、以下、これらの業務について検討する。 

（ア）与信等管理業務に関し 

前記認定事実エのとおり、Ｒは、ＡのＣＥＯであった乙の指示により、中国子会社の

顧客管理・与信管理の状況を調査した上、Ｋにおける与信管理の方式を参考に、中国子

会社においても同様の顧客別与信管理制度を導入するための準備を行ったことが認めら

れる。これらの業務は、Ｈに差し入れられていた手形が信用力を欠いていたという問題
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を契機としたものであり、中国子会社の財産管理の改善に寄与するものということがで

き、Ｂ管理契約におけるキャッシュフロー改善等業務に該当する。また、Ｒは、上記業

務を行った当時、Ａと雇用契約を締結していた（認定事実イ（ア））から、上記業務は

Ａの業務として行われたものといえる。 

（イ）被災処理業務に関し 

前記認定事実オのとおり、Ｒは、乙の指示により、２０１２年（平成２４年）３月に

Ｉを訪れ、洪水による被害の状況等を確認するとともに、被害を受けた生産設備に係る

会計処理について現地会計事務所の担当者との協議を行うなどしたことが認められる。

これは、Ｉ管理契約における「営業支援」に該当するものということができる。 

なお、Ｒは、上記業務を行った当時、ＡとではなくＢと雇用契約を締結していたが、

辞令上は同年１月からＡへの出向を命じられていたものであり（認定事実イ（ア））、

また、Ｉに対する上記業務がＢの業務でないことは明らかであるから、Ｒの上記業務は

Ａの業務として行われたものと認めるのが相当である。 

（ウ）新規顧客開拓業務に関し 

ａ 前記認定事実カのとおり、Ｓは、２０１２事業年度において、Ｙに対する営業活

動を行っていたことが認められる。 

しかし、Ｓは、上記業務を行った当時、ＡではなくＨとの間で雇用契約を締結し

ていたものであり（認定事実イ（ウ））、Ｙに対する営業活動も２００９年（平成

２１年）からＨにおいて開始されていたものであるから、Ｓの上記業務はＨの業務

として行われたものというべきである。 

なお、ＳがＹに対する営業活動を行うに当たり、乙や原告から指示を受けたり、

乙にＡのＣＥＯとしてプレゼンテーションを行ってもらうことはあったものの、上

記の指示は概括的なものにとどまり、上記プレゼンテーションもＳの要請を受けた

応援にすぎないものであって、具体的な営業活動はＳの判断により行われていたこ

と（認定事実カ（ア））や、その活動の報告もＨの営業活動報告としてされている

こと（同（イ））からすれば、Ｓの上記業務はＨの業務として行われたとみるのが

自然である。 

また、Ｓの営業活動により受注した製品は、Ｇにおいて製造されたが、Ｙとの取

引自体はＨを通じて行われており（認定事実カ（ア））、Ｓの上記業務がＨの業務

として行われていたことと矛盾するものではない。 

ｂ そのほか、原告は、Ａの営業担当役員として、自ら、香港の日系企業に対する新

規顧客の開拓をＱの支援の下に行った旨の供述をする。 

しかしながら、その供述によっても、原告が行ったとする営業活動の具体的な内

容、時期、成果等は明らかでない上、原告が２０１２事業年度において香港に滞在

した日数は１７日にすぎず（乙６９）、また、ＱはＡの総務・人事を担当していた

のである（認定事実イ（イ））から、仮に同事業年度において原告が香港の日系企

業に対する営業活動を行っていた事実が認められるとしても、その規模は限定的な

ものであったといわざるを得ない。 

（エ）技術開発業務について 

前記認定事実キ（ア）のとおり、Ａの取締役会決議に基づき本件研究所が設置された
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こと、また、同（イ）のとおり、乙の指示により新製品の開発がＫ、Ｇ及びＨにおいて

それぞれ型番ごとに分担して行われ、この開発については上記３社の技術開発担当者等

が閲覧できるデータベースによってその開発計画や進捗状況等の情報が共有されたこと

が認められる。そして、このような情報共有は、Ｋ管理契約及びＢ管理契約における

「新しい技術情報の提供」に該当するものということができる。 

もっとも、本件研究所は、Ｈの工場内に設置され、その所長及び副所長は、Ｈ又はＫ

との兼務であったところ（認定事実キ（ア））、Ａがこれらの者と雇用契約を締結して

いた事実や、本件研究所の設置に当たり設備投資をした事実を認めることはできない。

また、上記３社が新製品の開発を行った時期は２０１２年（平成２４年）１１月から２

０１４年（平成２６年）までであるから、２０１２事業年度中（１１月から１２月まで

の２か月間）に何らかの情報提供があったとしても、その内容は限定的なものであった

といわざるを得ない。 

しかも、Ｋについては、Ｍグループの親会社であったＥの事業を承継したという経緯

（前提事実（６）ア）等に照らし、上記３社の中で最も高い技術力を有していたと考え

られるところ、上記の情報提供がＫの技術開発に寄与するものであったことを的確に裏

付ける証拠はない。 

（オ）主たる事業の認定 

以上のとおり、Ａは、２０１２事業年度において、少なくとも与信等管理業務、被災

処理業務及び技術開発業務を本件各管理契約に基づく業務として行ったことが認められ

るが、被災処理業務についてＩから得られる管理料は月額５００米ドルという僅かなも

のであり、技術開発業務についても、Ｋとの関係では技術開発に寄与するような情報提

供があったとは認められず、Ｂ（中国子会社）との関係でも、新製品の開発期間に照ら

して情報提供の内容は限定的なものであったから、結局のところ、Ａに管理料収入をも

たらす客観的に対価性のある業務は、同事業年度においてはＢに関する与信等管理業務

のみであったといわざるを得ない。 

しかるところ、上記アのとおり、２０１２事業年度におけるＫの売上高（約７７億

円）及びＢの売上高（約１８億円）に鑑みると、仮に、Ｂに対する与信等管理業務によ

りＡがＢ管理契約に基づく約定の管理料（上記売上高の１．５％相当額）の支払を受け

ることを前提としたとしても、その管理料収入が総収入金額に占める割合は約１９％に

すぎないこととなる。 

そうすると、Ａの２０１２事業年度における主たる事業は、原告のいう管理サービス

業であったと認めることはできず、株式保有業であったと認めるのが相当である。した

がって、同事業年度において、Ａは事業基準を満たしていなかったと認められる。 

（３）以上によれば、Ａは、本件各事業年度のいずれにおいても事業基準を満たさないから、

仮に、確定申告時における適用除外記載書面の不添付により本件適用除外規定の適用が排

除されるものではないと解したとしても、本件適用除外要件が充足される余地はないとい

うべきである（なお、Ｂについては、２０１１事業年度において本件適用除外要件に係る

非関連者基準を満たしていないことにつき、原告は積極的に争っておらず、前記前提事実

（４）ウに照らせば、これを満たさないことは明らかである。）。 

４ 総括 
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以上によれば、措置法４０条の４第１項の規定により、本件各事業年度におけるＡ及び２０

１１事業年度におけるＢに係る各課税対象金額は、原告の平成２４年分及び平成２５年分の雑

所得の金額の計算上、総収入金額に算入すべきものであるから、本件各更正処分及びこれを前

提とする本件各賦課決定処分はいずれも適法である。 

第４ 結論 

以上によれば、原告の請求はいずれも理由がないからこれらを棄却することとして、主文の

とおり判決する。 

東京地方裁判所民事第５１部 

裁判長裁判官 清水 知恵子 

裁判官 横地 大輔 

裁判官 定森 俊昌 
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（別紙１） 

指定代理人目録 

能登谷 宣仁、木村 智広、北村 文夫、長西 研太、上之原 誠、若狭 圭吾 

以上 
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（別紙２－１） 

〇 租税特別措置法（平成二十六年法律第十号による改正前のもの） 

（居住者に係る特定外国子会社等の課税対象金額等の総収入金額算入） 

第四十条の四 次に掲げる居住者に係る外国関係会社のうち、本店又は主たる事務所の所在する国

又は地域におけるその所得に対して課される税の負担が本邦における法人の所得に対して課され

る税の負担に比して著しく低いものとして政令で定める外国関係会社に該当するもの（以下この

条において「特定外国子会社等」という。）が、昭和五十三年四月一日以後に開始する各事業年

度（第二条第二項第十八号に規定する事業年度をいう。以下この条及び次条第二項において同

じ。）において適用対象金額を有する場合には、その適用対象金額のうちその者の有する当該特

定外国子会社等の直接及び間接保有の株式等の数に対応するものとしてその株式等（株式又は出

資をいう。以下第四項までにおいて同じ。）の請求権（剰余金の配当等（法人税法第二十三条第

一項第一号に規定する剰余金の配当、利益の配当又は剰余金の分配をいう。以下この項、次項及

び第四項において同じ。）、財産の分配その他の経済的な利益の給付を請求する権利をいう。以

下この項、次項及び第四項において同じ。）の内容を勘案して政令で定めるところにより計算し

た金額（第四項及び次条において「課税対象金額」という。）に相当する金額は、その者の雑所

得に係る収入金額とみなして当該各事業年度終了の日の翌日から二月を経過する日の属する年分

のその者の雑所得の金額の計算上、総収入金額に算入する。 

一 その有する外国関係会社の直接及び間接保有の株式等の数の当該外国関係会社の発行済株式

又は出資（当該外国関係会社が有する自己の株式等を除く。）の総数又は総額のうちに占める

割合（当該外国関係会社が次のイからハまでに掲げる法人である場合には、当該割合とそれぞ

れイからハまでに定める割合のいずれか高い割合。次号において「直接及び間接の外国関係会

社株式等の保有割合」という。）が百分の十以上である居住者 

イ 議決権（剰余金の配当等に関する決議に係るものに限る。以下この号及び次項において同

じ。）の数が一個でない株式等を発行している法人（ハに掲げる法人を除く。） その有す

る当該外国関係会社の直接及び間接保有の議決権の数の当該外国関係会社の議決権の総数の

うちに占める割合 

ロ 請求権の内容が異なる株式等を発行している法人（ハに掲げる法人を除く。） その有す

る当該外国関係会社の直接及び間接保有の請求権に基づく剰余金の配当等の額の当該外国関

係会社の株式等の請求権に基づき受けることができる剰余金の配当等の総額のうちに占める

割合 

ハ 議決権の数が一個でない株式等及び請求権の内容が異なる株式等を発行している法人 イ

又はロに定める割合のいずれか高い割合 

二 直接及び間接の外国関係会社株式等の保有割合が百分の十以上である一の同族株主グループ

に属する居住者（前号に掲げる居住者を除く。） 

２ この条において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

一 外国関係会社 外国法人で、その発行済株式又は出資（その有する自己の株式等を除く。）

の総数又は総額のうちに居住者及び内国法人並びに特殊関係非居住者（居住者又は内国法人と

政令で定める特殊の関係のある非居住者をいう。以下この号において同じ。）が有する直接及

び間接保有の株式等の数の合計数又は合計額の占める割合（当該外国法人が次のイからハまで
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に掲げる法人である場合には、当該割合とそれぞれイからハまでに定める割合のいずれか高い

割合）が百分の五十を超えるものをいう。 

イ 議決権の数が一個でない株式等を発行している法人（ハに掲げる法人を除く。） 当該外

国法人の議決権の総数のうちに居住者及び内国法人並びに特殊関係非居住者が有する当該外

国法人の直接及び間接保有の議決権の数の合計数の占める割合 

ロ 請求権の内容が異なる株式等を発行している法人（ハに掲げる法人を除く。） 当該外国

法人の株式等の請求権に基づき受けることができる剰余金の配当等の総額のうちに居住者及

び内国法人並びに特殊関係非居住者が有する当該外国法人の直接及び間接保有の請求権に基

づく剰余金の配当等の額の合計額の占める割合 

ハ 議決権の数が一個でない株式等及び請求権の内容が異なる株式等を発行している法人 イ

又はロに定める割合のいずれか高い割合 

二 適用対象金額 特定外国子会社等の各事業年度の決算に基づく所得の金額につき法人税法及

びこの法律による各事業年度の所得の金額の計算に準ずるものとして政令で定める基準により

計算した金額（以下この号において「基準所得金額」という。）を基礎として、政令で定める

ところにより、当該各事業年度開始の日前七年以内に開始した各事業年度において生じた欠損

の金額及び当該基準所得金額に係る税額に関する調整を加えた金額をいう。 

三 直接及び間接保有の株式等の数 個人又は内国法人が直接に有する外国法人の株式の数又は

出資の金額及び他の外国法人を通じて間接に有するものとして政令で定める当該外国法人の株

式の数又は出資の金額の合計数又は合計額をいう。 

四 直接及び間接保有の議決権の数 個人又は内国法人が直接に有する外国法人の議決権の数及

び他の外国法人を通じて間接に有するものとして政令で定める当該外国法人の議決権の数の合

計数をいう。 

五 直接及び間接保有の請求権に基づく剰余金の配当等の額 個人又は内国法人が直接に有する

外国法人の株式等の請求権に基づき受けることができる剰余金の配当等の額及び他の外国法人

を通じて間接に有する当該外国法人の株式等の請求権に基づき受けることができる剰余金の配

当等の額として政令で定めるものの合計額をいう。 

六 同族株主グループ 外国関係会社の株式等を直接又は間接に保有する者のうち、一の居住者

又は内国法人及び当該一の居住者又は内国法人と政令で定める特殊の関係のある者（外国法人

を除く。）をいう。 

３ 第一項の規定は、同項各号に掲げる居住者に係る特定外国子会社等で、株式等若しくは債券の

保有、工業所有権その他の技術に関する権利、特別の技術による生産方式若しくはこれらに準ず

るもの（これらの権利に関する使用権を含む。）若しくは著作権（出版権及び著作隣接権その他

これに準ずるものを含む。）の提供又は船舶若しくは航空機の貸付け（次項において「特定事

業」という。）を主たる事業とするもの（株式等の保有を主たる事業とする特定外国子会社等の

うち、当該特定外国子会社等が他の外国法人の事業活動の総合的な管理及び調整を通じてその収

益性の向上に資する業務として政令で定めるもの（以下この項において「統括業務」という。）

を行う場合における当該他の外国法人として政令で定めるものの株式等の保有を行うものとして

政令で定めるもの（以下この項において「事業持株会社」という。）を除く。）以外のものが、

その本店又は主たる事務所の所在する国又は地域においてその主たる事業（事業持株会社にあつ

ては、統括業務とする。以下この項において同じ。）を行うに必要と認められる事務所、店舗、
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工場その他の固定施設を有し、かつ、その事業の管理、支配及び運営を自ら行つているものであ

る場合であつて、各事業年度においてその行う主たる事業が次の各号に掲げる事業のいずれに該

当するかに応じ当該各号に定める場合に該当するときは、当該特定外国子会社等のその該当する

事業年度に係る適用対象金額については、適用しない。 

一 卸売業、銀行業、信託業、金融商品取引業、保険業、水運業又は航空運送業 その事業を主

として当該特定外国子会社等に係る第一項各号に掲げる居住者、当該特定外国子会社等に係る

第六十六条の六第一項各号に掲げる内国法人、当該特定外国子会社等に係る第六十八条の九十

第一項各号に掲げる連結法人その他これらの者に準ずる者として政令で定めるもの以外の者と

の間で行つている場合として政令で定める場合 

二 前号に掲げる事業以外の事業 その事業を主として本店又は主たる事務所の所在する国又は

地域（当該国又は地域に係る水域で政令で定めるものを含む。）において行つている場合とし

て政令で定める場合 

４～６（省略） 

７ 第三項又は第五項の規定は、政令で定めるところにより、確定申告書にこれらの規定の適用が

ある旨を記載した書面を添付し、かつ、その適用があることを明らかにする書類その他の資料を

保存している場合に限り、適用する。 

８、９（省略） 
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（別紙２－２） 

〇 租税特別措置法施行令（平成二十七年政令第百四十八号による改正前のもの） 

（特定外国子会社等の範囲） 

第二十五条の十九 法第四十条の四第一項に規定する政令で定める外国関係会社は、次に掲げるも

のとする。 

一 法人の所得に対して課される税が存在しない国又は地域に本店又は主たる事務所を有する外国

関係会社（法第四十条の四第二項第一号に規定する外国関係会社をいう。以下この条において同

じ。） 

二 その各事業年度（法第二条第二項第十八号に規定する事業年度をいう。以下この節において同

じ。）の所得に対して課される租税の額が当該所得の金額の百分の二十以下である外国関係会社 

２、３（省略） 

（特定外国子会社等の適用対象金額の計算） 

第二十五条の二十 法第四十条の四第二項第二号に規定する政令で定める基準により計算した金額

は、同条第一項に規定する特定外国子会社等（以下この条並びに次条第一項及び第三項において

「特定外国子会社等」という。）の各事業年度の決算に基づく所得の金額に係る第三十九条の十

五第一項第一号及び第二号に掲げる金額の合計額から当該所得の金額に係る同項第三号に掲げる

金額を控除した残額（当該所得の金額に係る同項第一号に掲げる金額が欠損の金額である場合に

は、当該所得の金額に係る同項第二号に掲げる金額から当該欠損の金額と当該所得の金額に係る

同項第三号に掲げる金額との合計額を控除した残額）とする。 

２～８（省略） 

（居住者に係る特定外国子会社等の課税対象金額の計算等） 

第二十五条の二十一 （省略） 

２～４（省略） 

５ 法第四十条の四第二項第三号に規定する間接に有するものとして政令で定める外国法人の株式

の数又は出資の金額は、外国法人の発行済株式等に、次の各号に掲げる場合の区分に応じ当該各

号に定める割合（当該各号に掲げる場合のいずれにも該当する場合には、当該各号に定める割合

の合計割合）を乗じて計算した株式等の数又は金額とする。 

一 当該外国法人の株主等である他の外国法人（以下この号において「他の外国法人」とい

う。）の発行済株式等の全部又は一部が個人又は内国法人により所有されている場合 当該個

人又は内国法人の当該他の外国法人に係る持株割合（その株主等の有する株式等の数又は金額

が当該株式等の発行法人の発行済株式等のうちに占める割合をいう。以下この項において同

じ。）に当該他の外国法人の当該外国法人に係る持株割合を乗じて計算した割合（当該他の外

国法人が二以上ある場合には、二以上の当該他の外国法人につきそれぞれ計算した割合の合計

割合） 

二（省略） 

６～８（省略） 
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（特定外国子会社等の事業の判定等） 

第二十五条の二十二 法第四十条の四第三項に規定する法令で定める業務は、同条第一項に規定す

る特定外国子会社等（以下第五項までにおいて「特定外国子会社等」という。）が被統括会社

（次項に規定する被統括会社をいう。以下この項において同じ。）との間における契約に基づき

行う業務のうち当該被統括会社の事業の方針の決定又は調整に係るもの（当該事業の遂行上欠く

ことのできないものに限る。）であつて、当該特定外国子会社等が二以上の被統括会社に係る当

該業務を一括して行うことによりこれらの被統括会社の収益性の向上に資することとなると認め

られるもの（以下この条において「統括業務」という。）とする。 

２ 法第四十条の四第三項に規定する政令で定める他の外国法人は、次に掲げる外国法人で、当該

外国法人の発行済株式等のうちに特定外国子会社等（当該外国法人に対して統括業務を行うもの

に限る。以下この項において同じ。）の有する当該外国法人の株式等の数又は金額の占める割合

及び当該外国法人の議決権の総数のうちに当該特定外国子会社等の有する当該外国法人の議決権

の数の占める割合のいずれもが百分の二十五以上であり、かつ、その本店所在地国にその事業を

行うに必要と認められる当該事業に従事する者を有するもの（以下この条において「被統括会

社」という。）とする。 

一 当該特定外国子会社等及び当該特定外国子会社等に係る法第四十条の四第一項各号に掲げる

居住者並びに当該居住者が当該特定外国子会社等に係る間接保有の株式等（同条第二項第三号

に規定する間接に有するものとして政令で定める外国法人の株式の数又は出資の金額をいう。

以下この号及び第七項第四号において同じ。）を有する場合における当該間接保有の株式等に

係る前条第五項第一号に規定する他の外国法人又は同項第二号に規定する他の外国法人及び出

資関連外国法人（以下この項において「判定株主等」という。）が外国法人を支配している場

合における当該外国法人（以下この項において「子会社」という。） 

二 判定株主等及び子会社が外国法人を支配している場合における当該外国法人（次号において

「孫会社」という。） 

三 判定株主等並びに子会社及び孫会社が外国法人を支配している場合における当該外国法人 

３ 法人税法施行令第四条第三項の規定は、前項各号に掲げる外国法人を支配している場合につい

て準用する。 

４ 法第四十条の四第三項に規定する政令で定める特定外国子会社等は、一の居住者によつてその

発行済株式等の全部を直接又は間接に保有されている特定外国子会社等で次に掲げる要件を満た

すもの（以下この条において「統括会社」という。）のうち、株式等の保有を主たる事業とする

もの（当該統括会社の当該事業年度終了の時において有する当該統括会社に係る被統括会社の株

式等の当該事業年度終了の時における貸借対照表に計上されている帳簿価額の合計額が当該統括

会社の当該事業年度終了の時において有する株式等の当該貸借対照表に計上されている帳簿価額

の合計額の百分の五十に相当する金額を超える場合における当該統括会社に限る。）とする。 

一 当該特定外国子会社等に係る二以上の被統括会社に対して統括業務を行つていること。 

二 その本店所在地国に統括業務に係る事務所、店舗、工場のその他の固定施設及び当該統括業

務を行うに必要と認められる当該統括業務に従事する者（専ら当該統括業務に従事する者に限

るものとし、当該特定外国子会社等の役員及び当該役員に係る法人税法施行令第七十二条各号

に掲げる者を除く。）を有していること。 

５ 前項において発行済株式等の全部を直接又は間接に保有されているかどうかの判定は、同項の
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一の居住者の特定外国子会社等に係る直接保有株式等保有割合（当該一の居住者の有する外国法

人の株式等の数又は金額が当該外国法人の発行済株式等のうちに占める割合をいう。）と当該一

の居住者の当該特定外国子会社等に係る間接保有株式等保有割合（当該一の居住者の外国法人を

通じて間接に有する他の外国法人の株式等の数又は金額が当該他の外国法人の発行済株式等のう

ちに占める割合をいう。）とを合計した割合により行うものとする。 

６ 前条第五項の規定は、前項に規定する間接に有する他の外国法人の株式等の数又は金額の計算

について準用する。この場合において、同条第五項各号中「個人又は内国法人」とあるのは、

「一の居住者」と読み替えるものとする。 

７ 法第四十条の四第三項第一号に規定する政令で定める者は、次に掲げる者とする。 

一 法第四十条の四第三項第一号に掲げる事業を主として行う同条第一項に規定する特定外国子

会社等（同条第三項に規定する特定事業を主たる事業とするもの（同項に規定する事業持株会

社を除く。）を除く。以下第十二項までにおいて「特定外国子会社等」という。）に係る法第

六十八条の九十第一項各号に掲げる連結法人との間に法人税法第二条第十二号の七の七に規定

する連結完全支配関係がある他の連結法人（同条第十二号の七の四に規定する連結法人をい

う。） 

二 法第四十条の四第三項第一号に掲げる事業を主として行う特定外国子会社等に係る法第六十

六条の六第一項各号に掲げる内国法人の発行済株式等の百分の五十を超える数又は金額の株式

等を有する者（当該特定外国子会社等に係る法第四十条の四第一項各号、第六十六条の六第一

項各号、第六十八条の九十第一項各号及び前号に掲げる者に該当する者を除く。） 

三 法第四十条の四第三項第一号に掲げる事業を主として行う特定外国子会社等に係る法第六十

八条の九十第一項各号に掲げる連結法人（当該連結法人が法人税法第二条第十二号の七の三に

規定する連結子法人である場合には、当該連結法人に係る同条第十二号の七の二に規定する連

結親法人）の発行済株式等の百分の五十を超える数又は金額の株式等を有する者（当該特定外

国子会社等に係る法第四十条の四第一項各号、第六十六条の六第一項各号、第六十八条の九十

第一項各号及び前二号に掲げる者に該当する者を除く。） 

四 法第四十条の四第三項第一号に掲げる事業を主として行う特定外国子会社等に係る同条第一

項各号、第六十六条の六第一項各号又は第六十八条の九十第一項各号に掲げる者が当該特定外

国子会社等に係る間接保有の株式等を有する場合における当該間接保有の株式等に係る前条第

五項第一号に規定する他の外国法人又は同項第二号に規定する他の外国法人及び出資関連外国

法人 

五 次に掲げる者と法第四十条の四第二項第六号に規定する政令で定める特殊の関係のある者

（同条第三項第一号に掲げる事業を主として行う特定外国子会社等に係る同条第一項各号、第

六十六条の六第一項各号、第六十八条の九十第一項各号及び前各号に掲げる者に該当する者を

除く。） 

イ 法第四十条の四第三項第一号に掲げる事業を主として行う特定外国子会社等 

ロ 法第四十条の四第三項第一号に掲げる事業を主として行う特定外国子会社等に係る同条第

一項各号、第六十六条の六第一項各号又は第六十八条の九十第一項各号に掲げる者 

ハ 前各号に掲げる者 

８ 法第四十条の四第三項第一号に規定する政令で定める場合は、特定外国子会社等の各事業年度

において行う主たる事業が次の各号に掲げる事業のいずれに該当するかに応じ当該各号に定める
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場合とする。 

一 卸売業 当該各事業年度の棚卸資産（法人税法第二条第二十号に規定する棚卸資産をいう。

以下この号において同じ。）の販売に係る収入金額（当該各事業年度において棚卸資産の売買

の代理又は媒介に関し受け取る手数料がある場合には、その手数料を受け取る基因となつた売

買の取引金額を含む。以下この号において「販売取扱金額」という。）の合計額のうちに関連

者（当該特定外国子会社等に係る法第四十条の四第一項各号、第六十六条の六第一項各号、第

六十八条の九十第一項各号及び前項各号に掲げる者をいう。以下この項及び次項において同

じ。）以外の者との間の取引に係る販売取扱金額の合計額の占める割合が百分の五十を超える

場合又は当該各事業年度において取得した棚卸資産の取得価額（当該各事業年度において棚卸

資産の売買の代理又は媒介に関し受け取る手数料がある場合には、その手数料を受け取る基因

となつた売買の取引金額を含む。以下この号において「仕入取扱金額」という。）の合計額の

うちに関連者以外の者との間の取引に係る仕入取扱金額の合計額の占める割合が百分の五十を

超える場合 

二 銀行業 当該各事業年度の受入利息の合計額のうちに当該受入利息で関連者以外の者から受

けるものの合計額の占める割合が百分の五十を超える場合又は当該各事業年度の支払利息の合

計額のうちに当該支払利息で関連者以外の者に対して支払うものの合計額の占める割合が百分

の五十を超える場合 

三 信託業 当該各事業年度の信託報酬の合計額のうちに当該信託報酬で関連者以外の者から受

けるものの合計額の占める割合が百分の五十を超える場合 

四 金融商品取引業 当該各事業年度の受入手数料（有価証券の売買による利益を含む。）の合

計額のうちに当該受入手数料で関連者以外の者から受けるものの合計額の占める割合が百分の

五十を超える場合 

五 保険業 当該各事業年度の収入保険料の合計額のうちに当該収入保険料で関連者以外の者か

ら収入するもの（当該収入保険料が再保険に係るものである場合には、関連者以外の者が有す

る資産又は関連者以外の者が負う損害賠償責任を保険の目的とする保険に係る収入保険料に限

る。）の合計額の占める割合が百分の五十を超える場合 

六 水運業又は航空運送業 当該各事業年度の船舶の運搬及び貸付け又は航空機の運航及び貸付

けによる収入金額の合計額のうちに当該収入金額で関連者以外の者から収入するものの合計額

の占める割合が百分の五十を超える場合 

９ 特定外国子会社等と当該特定外国子会社等に係る関連者との間の取引が、当該特定外国子会社

等に係る関連者以外の者（以下この項において「非関連者」という。）を介在させて間接的に行

われている場合には、当該非関連者を介在させることについて相当の理由があると認められる場

合を除き、当該特定外国子会社等と当該非関連者との間の取引は、当該特定外国子会社等と当該

関連者との間において直接行われたものとみなして、前項各号の規定を適用する。 

１０ 特定外国子会社等（第八項第一号に掲げる事業を主たる事業とするものに限る。以下この項

において同じ。）が統括会社に該当する場合における前二項の規定の適用については、同号及び

前項に規定する関連者には、当該特定外国子会社等に係る被統括会社を含まないものとする。 

１１ 法第四十条の四第三項第二号に規定する政令で定める水域は、同号に規定する国又は地域に

係る内水及び領海並びに排他的経済水域又は大陸棚に相当する水域とする。 

１２ 法第四十条の四第三項第二号に規定する政令で定める場合は、特定外国子会社等の各事業年
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度において行う主たる事業（同項に規定する事業持株会社にあつては、統括業務とする。以下こ

の項において同じ。）が次の各号に掲げる事業のいずれかに該当するかに応じ当該各号に定める

場合とする。 

一 不動産業 主として本店所在地国にある不動産（不動産の上に存する権利を含む。以下この

号において同じ。）の売買又は貸付け（当該不動産を使用させる行為を含む。）、当該不動産

の売買又は貸付けの代理又は媒介及び当該不動産の管理を行つている場合 

二 物品賃貸業 主として本店所在地国において使用に供される物品の貸付けを行つている場合 

三 第八項各号及び前二号に掲げる事業以外の事業 主として本店所在地国において行つている

場合 

１３ 法第四十条の四第三項の規定を適用する場合において、外国法人が被統括会社に該当するか

どうかの判定については当該外国法人に対して統括業務を行う特定外国子会社等（同条第一項に

規定する特定外国子会社等をいう。以下この項において同じ。）の各事業年度終了の時の現況に

よるものとし、特定外国子会社等が統括会社に該当するかどうかの判定については当該特定外国

子会社等の各事業年度終了の時の現況によるものとする。 

（外国関係会社の判定等） 

第二十五条の二十四 法第四十条の四第一項又は第四項の場合において、外国法人が同条第二項第

一号に規定する外国関係会社（以下この項において「外国関係会社」という。）に該当するかど

うかの判定は、当該外国法人の各事業年度終了の時の現況によるものとし、その者が同条第一項

各号に掲げる居住者に該当するかどうかの判定は、これらの居住者に係る外国関係会社の各事業

年度終了の時の現況による。 

２～４（省略） 

（特定外国子会社等の適用対象金額の計算） 

第三十九条の十五 法第六十六条の六第二項第二号に規定する政令で定める基準により計算した金

額は、同条第一項に規定する特定外国子会社等（以下この条及び次条第一項において「特定外国

子会社等」という。）の各事業年度の決算に基づく所得の金額に係る第一号及び第二号に掲げる

金額の合計額から当該所得の金額に係る第三号及び第四号に掲げる金額の合計額を控除した残額

（当該所得の金額に係る第一号に掲げる金額が欠損の金額である場合には、当該所得の金額に係

る第二号に掲げる金額から当該欠損の金額と当該所得の金額に係る第三号及び第四号に掲げる金

額との合計額を控除した残額）とする。 

一 当該各事業年度の決算に基づく所得の金額につき、法人税法第二編第一章第一節第二款から

第九款まで（同法第二十三条、第二十三条の二、第二十五条の二、第二十六条第一項から第五

項まで、第三十三条第五項、第三十七条第二項、第三十八条から第四十一条まで、第五十五条

第三項、第五十七条、第五十八条、第五十九条、第六十一条の二第十六項、第六十一条の十一

から第六十一条の十三まで、第六十二条の五第三項から第六項まで及び第六十二条の七（適格

現物分配に係る部分に限る。）を除く。）及び第十一款の規定並びに法第四十三条、第四十五

条の二、第五十二条の二、第五十七条の五、第五十七条の六、第五十七条の八、第五十七条の

九、第六十一条の四、第六十五条の七から第六十五条の九まで（法第六十五条の七第一項の表

の第十号に係る部分に限る。）、第六十六条の四第三項、第六十七条の十二及び第六十七条の
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十三の規定（以下この号において「本邦法令の規定」という。）の例に準じて計算した場合に

算出される所得の金額又は欠損の金額（当該特定外国子会社等に係る法第六十六条の六第一項

各号に掲げる内国法人との間の取引につき法第六十六条の四第一項又は第六十八条の八十八第

一項の規定の適用がある場合には、当該取引がこれらの規定に規定する独立企業間価格で行わ

れたものとして本邦法令の規定の例に準じて計算した場合に算出される所得の金額又は欠損の

金額） 

二 当該各事業年度において納付する法人所得税（本店所在地国若しくは本店所在地国以外の国

若しくは地域又はこれらの国若しくは地域の地方公共団体により法人の所得を課税標準として

課される税（これらの国若しくは地域又はこれらの国若しくは地域の地方公共団体により課さ

れる法人税法施行令第百四十一条第二項各号に掲げる税を含む。）及びこれに附帯して課され

る法人税法第二条第四十一号に規定する附帯税（利子税を除く。）に相当する税その他当該附

帯税に相当する税に類する税をいう。以下この条において同じ。）の額 

三 当該各事業年度において還付を受ける法人所得税の額 

四 当該各事業年度において子会社（他の法人の発行済株式若しくは出資（自己が有する自己の

株式又は出資を除く。）の総数若しくは総額（以下この節において「発行済株式等」とい

う。）のうちに当該特定外国子会社等が保有しているその株式等（株式又は出資をいう。以下

この節において同じ。）の数若しくは金額の占める割合又は当該他の法人の発行済株式等のう

ちの議決権のある株式等の数若しくは金額のうちに当該特定外国子会社等が保有している当該

株式等の数若しくは金額の占める割合のいずれかが百分の二十五以上であり、かつ、その状態

が当該特定外国子会社等が当該他の法人から受ける配当等の額の支払義務が確定する日（当該

配当等の額が法人税法第二十四条第一項に規定する事由に係る財務省令で定める配当等の額で

ある場合には、同日の前日。以下この号において同じ。）以前六月以上（当該他の法人が当該

確定する日以前六月以内に設立された法人である場合には、その設立の日から当該確定する日

まで）継続している場合の当該他の法人（次に掲げる法人を除く。）をいう。）から受ける配

当等の額 

イ 法第六十七条の十四第一項に規定する特定目的会社 

ロ 法第六十七条の十五第二項に規定する投資法人 

ハ 法第六十八条の三の二第一項に規定する特定目的信託に係る同項又は同条第九項に規定す

る受託法人 

ニ 法第六十八条の三の三第一項に規定する特定投資信託（同項第一号ロ及びハに掲げる要件

を満たすものに限る。）に係る同項又は同条第九項に規定する受託法人 

２～９（省略） 
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（別紙３） 

被告が主張する課税の根拠及び計算 

第１ 本件各更正処分の根拠及び適法性 

１ 本件各更正処分の根拠 

被告が主張する原告の平成２４年分の所得税及び平成２５年分の所得税等の所得金額及び納

付すべき税額は、次のとおりである。 

（１）平成２４年分の所得税 

ア 総所得金額                        ５２６５万５８６５円 

上記金額は、次の（ア）及び（イ）の各金額を合計した金額である。 

（ア）給与所得の金額                     ４１７６万２５００円 

（イ）雑所得の金額                      １０８９万３３６５円 

上記金額は、後記２（１）ア（エ）及びイ（オ）の各課税対象金額を合計した金額で

ある。 

イ 株式等に係る譲渡所得等の金額               △４９２万１０３６円 

ウ 上場株式等に係る配当所得等の金額                     ０円 

エ 所得から差し引かれる金額（所得控除）            ３３１万９５６２円 

オ 課税される所得金額  

（ア）課税総所得金額                     ４９３３万６０００円 

上記金額は、前記アの総所得金額５２６５万５８６５円から前記エの所得から差し引

かれる金額３３１万９５６２円を控除した金額（ただし、国税通則法１１８条１項の規

定により１０００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

（イ）株式等に係る課税譲渡所得等の金額                    ０円 

（ウ）上場株式等に係る課税配当所得の金額                   ０円 

カ 課税される所得金額に対する税額              １６９３万８４００円 

上記金額は、次の（ア）から（ウ）までの各金額を合計した金額である。 

（ア）課税総所得金額に対する税額               １６９３万８４００円 

上記金額は、前記オ（ア）の課税総所得金額４９３３万６０００円に所得税法８９条

１項（平成２５年法律第５号による改正前のもの。以下同じ）の規定を適用して算出し

た金額である。 

（イ）株式等に係る課税譲渡所得等の金額に対する税額              ０円 

（ウ）上場株式等に係る課税配当所得の金額に対する税額             ０円 

キ 源泉徴収税額                       １１３９万９７８５円 

ク 納付すべき税額                       ５５３万８６００円 

上記金額は、前記カの課税される所得金額に対する税額１６９３万８４００円から前記

キの源泉徴収税額１１３９万９７８５円を差し引いた金額（ただし、国税通則法１１９

条１項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

（２）平成２５年分の所得税等 

ア 総所得金額                        ３９９８万７３６０円 

上記金額は、次の（ア）及び（イ）の各金額を合計した金額である。 
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（ア）給与所得の金額                     ３５０５万００００円 

（イ）雑所得の金額                       ４９３万７３６０円 

上記金額は、後記２（２）オの課税対象金額である。 

イ 株式等に係る譲渡所得等の金額                       ０円 

ウ 上場株式等に係る配当所得等の金額                     ０円 

エ 所得から差し引かれる金額（所得控除）            ２６８万２７６６円 

オ 課税される所得金額  

（ア）課税総所得金額                     ３７３０万４０００円 

上記金額は、前記アの総所得金額３９９８万７３６０円から前記エの所得から差し引

かれる金額２６８万２７６６円を控除した金額（ただし、国税通則法１１８条１項の規

定により１０００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

（イ）株式等に係る課税譲渡所得等の金額                    ０円 

（ウ）上場株式等に係る課税配当所得の金額                   ０円 

カ 課税される所得金額に対する税額              １２１２万５６００円 

上記金額は、次の（ア）から（ウ）までの各金額を合計した金額である。 

（ア）課税総所得金額に対する税額               １２１２万５６００円 

上記金額は、前記オ（ア）の課税総所得金額３７３０万４０００円に所得税法８９条

１項の規定を適用して算出した金額である。 

（イ）株式等に係る課税譲渡所得等の金額に対する税額              ０円 

（ウ）上場株式等に係る課税配当所得の金額に対する税額             ０円 

キ 復興特別所得税額                       ２５万４６３７円 

上記金額は、東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保

に関する特別措置法１３条の規定により、前記カの課税される所得金額に対する税額１

２１２万５６００円に１００分の２．１を乗じた金額である。 

ク 外国税額控除の額                       ７６万１１３９円 

ケ 所得税等の源泉徴収税額                   ８２８万６８４３円 

コ 所得税等の予定納税額                     ８０万３８００円 

サ 納付すべき税額                       ２５２万８４００円 

上記金額は、前記カの課税される所得金額に対する税額１２１２万５６００円及び前記

キの復興特別所得税額２５万４６３７円から前記クの外国税額控除の額７６万１１３９

円、前記ケの所得税等の源泉徴収税額８２８万６８４３円及び前記コの所得税等の予定

納税額８０万３８００円を差し引いた金額（ただし、国税通則法１１９条１項の規定に

より１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

２ 原告に係るＡ及びＢの課税対象金額の算定 

（１）平成２４年分 

ア Ａの２０１１事業年度の課税対象金額 

（ア）基準所得金額（別表５－１の「Ａ社」欄の⑩）  ２１９万７０７０．７８香港ドル 

上記金額は、次のａからｄまでの各金額を加算し、下記ｅの金額を減算した金額であ

る。 

ａ 所得金額（同欄の①）           １４２万６２５５．００香港ドル 
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上記金額は、Ａが２０１１事業年度の決算において計上した税引後の所得金額で

ある。 

ｂ 損金の額に算入した法人所得税の額（同欄の②）７２万８０００．００香港ドル 

上記金額は、Ａが２０１１事業年度の決算において所得金額の計算上減算した法

人税の金額であり、措置法施行令２５条の２０第１項及び同３９条の１５第１項２

号の規定により、所得金額に加算する。 

ｃ 減損損失の額（同欄の③）         ２３２万７１３５．００香港ドル 

上記金額は、Ａが２０１１事業年度の決算において所得金額の計算上減算した資

産の評価損の金額であるが、法人税法３３条１項は、資産の評価損については損金

の額に算入しない旨規定していることから、措置法施行令２５条の２０第１項及び

同３９条の１５第１項１号の規定により、所得金額に加算する。 

ｄ 為替換算差額（同欄の④）          ９１万５６８０．７８香港ドル 

上記金額は、Ａが２０１１事業年度の終了時において有していた長期外貨建資産

等に係る為替換算差額であり、法人税法６１条の９第１項、措置法施行令２５条の

２０第１項及び同３９条の１５第１項１号の規定により、所得金額に加算する。 

ｅ 控除対象配当等の額（同欄の⑥）      ３２０万００００．００香港ドル 

上記金額は、Ａが２０１１事業年度の決算において所得金額の計算上加算したＢ

からの配当の金額であるところ、措置法施行令２５条の２０第３項は、他の特定外

国子会社等から受ける配当等の額がある場合は当該配当等の金額を控除する旨規定

しており、Ｂは原告の特定外国子会社等に該当することから、所得金額から減算す

る。 

（イ）適用対象金額（同欄の⑫）           ２１５万５５２０．７８香港ドル 

上記金額は、措置法施行令２５条の２０第５項１号の規定により、前記（ア）の基準

所得金額から、Ａの２０１０事業年度において生じた欠損金額４万１５５０．００香港

ドル（同欄の⑪）を減算した金額である。 

（ウ）課税対象金額（同欄の⑮）            ３１万５９０８．２２香港ドル 

上記金額は、措置法施行令２５条の２１第１項の規定により、前記（イ）の金額に、

原告のＡに係る株式保有割合（４００万株／２７２９万３０００株、同欄の⑭）を乗じ

て算出した金額である。 

（エ）課税対象金額（円換算額、同欄の⑰）            ３２８万５４４５円 

上記金額は、前記（ウ）の金額に、措置法関係通達６６の６－１４の定めに則して、

２０１１事業年度終了の日の翌日から２月を経過する日である平成２４年２月２９日に

おける、１香港ドル当たりの対顧客直物電信売相場と対顧客直物電信買相場の仲値（以

下「ＴＴＭレート」という。）１０．４０円（同欄の⑯）を乗じて算出した金額（ただ

し、１円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

イ Ｂの２０１１事業年度の課税対象金額 

（ア）基準所得金額（別表５－１の「Ｂ社」欄の⑩） １３２０万９２０３．００香港ドル 

上記金額は、次のａからｄまでの各金額を加算し、ｅからｇまでの各金額を減算した

金額である。 

ａ 所得金額（同欄の①）          １８３０万１２０８．００香港ドル 
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上記金額は、Ｂが２０１１事業年度の決算において計上した税引後の所得金額で

ある。 

ｂ 損金の額に算入した法人所得税の額（同欄の②） ５万８０００．００香港ドル 

上記金額は、Ｂが２０１１事業年度の決算において所得金額の計算上減算した法

人税の金額であり、措置法施行令２５条の２０第１項及び同３９条の１５第１項２

号の規定により、所得金額に加算する。 

ｃ 減損損失の額（同欄の③）          １３万３６４３．００香港ドル 

上記金額は、Ｂが２０１１事業年度の決算において所得金額の計算上減算した資

産の評価損の金額であるが、法人税法３３条１項は資産の評価損については損金の

額に算入しない旨規定していることから、措置法施行令２５条の２０第１項及び同

３９条の１５第１項１号の規定により、所得金額に加算する。 

ｄ 交際費の損金不算入額（同欄の⑤）          ２８５．００香港ドル 

上記金額は、Ｂが２０１１事業年度の決算において所得金額の計算上減算した交

際費の金額であるところ、措置法６１条の４第１項は、資本金の額が１億円を超え

る法人は支出した交際費の金額を損金の額に算入しない旨規定しており、Ｂの資本

金は１億円を超えていることから、措置法施行令２５条の２０第１項及び同３９条

の１５第１項１号の規定により、所得金額に加算する。 

ｅ 投資有価証券評価益（同欄の⑦）       １２万００００．００香港ドル 

上記金額は、Ｂが２０１１事業年度の決算において所得金額の計算上加算した、

同事業年度の終了の時において有していた投資有価証券に係る評価益であるところ、

法人税法２５条１項は資産の評価益については益金の額に算入しない旨規定してい

ることから、措置法施行令２５条の２０第１項及び同３９条の１５第１項１号の規

定により、所得金額から減算する。 

ｆ 損益修正（同欄の⑧）           ４９３万０５３３．００香港ドル 

上記金額は、Ｂが２０１１事業年度の決算においてＧとの取引金額のうち会計処

理上生じた差額を、Ｇに対する収益として所得金額の計算上加算したものであるが、

当該金額はＢの収益には該当しないことから、所得金額から減算する。 

ｇ 優先株式の配当金額（同欄の⑨）       ２３万３４００．００香港ドル 

上記金額は、Ｂの優先株式を保有している法人に対し、Ｂが支払った配当金額で

ある。 

（イ）適用対象金額（同欄の⑫）           ４９９万１７０３．００香港ドル 

上記金額は、措置法施行令２５条の２０第５項１号の規定により、前記（ア）の基準

所得金額から、Ｂの２００８事業年度、２００９事業年度及び２０１０事業年度におい

て生じた各欠損金額の合計額８２１万７５００．００香港ドル（同欄の⑪）を減算した

金額である。 

（ウ）調整金額（同欄の⑬）                  ２８５．００香港ドル 

上記金額は、措置法施行令２５条の２０第４項１号ニ及び同２５条の２１第１項の規

定により、調整金額に該当する前記（ア）ｄの交際費の損金不算入額である。 

（エ）課税対象金額（同欄の⑮）            ７３万１５３０．８６香港ドル 

上記金額は、措置法施行令２５条の２１第１項の規定により、前記（イ）の適用対象
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金額から前記（ウ）の調整金額を減算した金額４９９万１４１８．００香港ドルに、原

告のＡに係る株式保有割合（４００万株／２７２９万３０００株、同欄の⑭）を乗じて

算出した金額である。 

（オ）課税対象金額（円換算額、同欄の⑰）            ７６０万７９２０円 

上記金額は、前記（エ）の金額に、租税特別措置法関係通達６６の６－１４の定めに

則して、２０１１事業年度終了の日の翌日から２月を経過する日である平成２４年２月

２９日における、１香港ドル当たりのＴＴＭレート１０．４０円（同欄の⑯）を乗じて

算出した金額（ただし、１円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

（２）平成２５年分（Ａの２０１２事業年度の課税対象金額） 

ア 基準所得金額（別表５－２の「Ａ社」欄の⑥）   ２８７万６８２８．１３香港ドル 

上記金額は、次の（ア）から（エ）までの各金額を加算し、（オ）の金額を減算した金

額である。 

（ア）所得金額（同欄の①）             ７５０万３５４６．００香港ドル 

上記金額は、Ａが、２０１２事業年度の決算において計上した税引後の所得金額であ

る（乙１１の１・１２頁、１１の２）。 

（イ）損金の額に算入した法人所得税の額（同欄の②）  ７２万２０００．００香港ドル 

上記金額は、Ａが２０１２事業年度の決算において所得金額の計算上減算した法人税

の金額であり、措置法施行令２５条の２０第１項及び同３９条の１５第１項２号の規定

により、所得金額に加算する。 

（ウ）減損損失の額（同欄の③）           ６９４万４４７５．００香港ドル 

上記金額は、Ａが２０１２事業年度の決算において所得金額の計算上減算した資産の

評価損の金額であるところ、法人税法３３条１項は、資産の評価損については損金の額

に算入しない旨規定していることから、措置法施行令２５条の２０第１項及び同３９条

の１５第１項１号の規定により、所得金額に加算する。 

（エ）交際費の損金不算入額（同欄の④）         ５万２９５２．００香港ドル 

上記金額は、Ａが２０１２事業年度の決算において所得金額の計算上減算した交際費

の金額であるところ、措置法６１条の４第１項は、資本金の額が１億円を超える法人は

支出した交際費の金額を損金の額に算入しない旨規定しており、Ａの資本金は１億円を

超えていることから、措置法施行令２５条の２０第１項及び同３９条の１５第１項１号

の規定により、所得金額に加算する。 

（オ）為替換算差額（同欄の⑤）          １２３４万６１４４．８７香港ドル 

上記金額は、Ａが２０１２事業年度の終了時において有していた長期外貨建資産等に

係る為替換算差額であり、法人税法６１条の９第１項、措置法２５条の２０第１項及び

同３９条の１５第１項１号の規定により、所得金額から減算する。 

イ 適用対象金額（同欄の⑧）            ２８７万６８２８．１３香港ドル 

上記金額は、前記アの基準所得金額と同額である。 

ウ 調整金額（同欄の⑨）                ５万２９５２．００香港ドル 

上記金額は、措置法施行令２５条の２０第４項１号ニ及び同２５条の２１第１項の規定

により、調整金額に該当する前記ア（エ）の交際費の損金不算入額である。 

エ 課税対象金額（同欄の⑪）             ４１万３８６０．８６香港ドル 
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上記金額は、措置法施行令２５条の２１第１項の規定により、前記イの適用対象金額か

ら前記ウの調整金額を減算した金額２８２万３８７６．１３香港ドルに、原告のＡに係

る株式保有割合（４００万株／２７２９万３０００株、同欄の⑩）を乗じて算出した金

額である。 

オ 課税対象金額（円換算額、同欄の⑬）             ４９３万７３６０円 

上記金額は、前記エの金額に、措置法関係通達６６の６－１４の定めに則して、２０１

２事業年度終了の日の翌日から２月を経過する日である平成２５年２月２８日における、

１香港ドル当たりのＴＴＭレート１１．９３円（同欄の⑫）を乗じて算出した金額（た

だし、１円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。 

３ 本件各更正処分の適法性 

被告が主張する原告の平成２４年分の所得税及び平成２５年分の所得税等に係る所得金額及

び納付すべき税額は、前記１及び２で述べたとおりであるところ、本件各更正処分における所

得金額及び納付すべき税額は、別表１の「更正処分等」欄の「総所得金額」及び「納付すべき

税額」のとおりであって、これらはいずれも前記１及び２の各金額と同額であるから、本件各

更正処分は適法である。 

第２ 本件各賦課決定処分の根拠及び適法性 

１ 本件各賦課決定処分の根拠 

（１）平成２４年分の所得税に係る過少申告加算税の金額         ４０万３０００円 

上記金額は、国税通則法（平成２８年法律第１５号による改正前のもの。以下同じ）６

５条１項の規定により、原告が平成２４年分の所得税に係る更正処分により新たに納付す

べき所得税額４０３万３２００円につき、同法１１８条３項の規定に基づき１万円未満の

端数金額を切り捨てた後の金額４０３万円に、１００分の１０の割合を乗じて算出した金

額である。 

（２）平成２５年分の所得税等に係る過少申告加算税の金額        ３０万１５００円 

原告は、平成２５年１２月３１日においてＡの発行済株式４００万株を有していたもの

であり、当該株式は内国税の適正な課税の確保を図るための国外送金等に係る調書の提出

等に関する法律（以下「国外送金法」という。）５条１項所定の国外財産に該当する。 

また、内国税の適正な課税の確保を図るための国外送金等に係る調書の提出等に関する

法律施行令（平成２６年政令第１４８号による改正前のもの。以下「国外送金法施行令」

という。）１０条４項及び内国税の適正な課税の確保を図るための国外送金等に係る調書

の提出等に関する法律施行規則（平成２６年財務省令第３０号による改正前のもの）１２

条５項の規定により、平成２５年１２月３１日における国外財産の価額は同日における見

積価額となり、Ａの発行済株式は、金融商品取引所等に上場等されている有価証券以外の

有価証券であって、同日における売買実例価額及び平成２６年１月１日から同年３月１７

日までの間における譲渡価額がないことから、「内国税の適正な課税の確保を図るための

国外送金等に係る調書の提出等に関する法律（国外財産調書関係）の取扱いについて（法

令解釈通達）」（平成２５年３月２９日付け課総８－１ほか国税庁長官通達。平成２７年

６月２９日改正前のもの。以下「国外送金法通達」という。）５－８（５）の定めにより、

当該見積価額は当該株式の取得価額となる。そして、１株当たりの対価が１香港ドルであ

るから、当該取得価額は４００万香港ドルとなる。 



37 

そして、国外財産の価額の円換算については、国外送金法施行令１０条５項及び国外送

金法通達５－１１により、香港ドルの平成２５年１２月３０日における対顧客直物電信買

相場（同月３１日の当該相場がないため、その直前の日の当該相場）である１香港ドル当

たり１３．１６円により計算することから、原告が同月３１日に有していたＡの株式の価

額は、４００万香港ドルに上記相場を乗じた５２６４万円となり、価額の合計額が５００

０万円を超える国外財産を有していたこととなるが、原告は、提出期限までに国外財産調

書を提出しなかった。 

したがって、原告の平成２５年分の所得税等に係る過少申告加算税の金額は、①国税通

則法６５条１項の規定により、原告が平成２５年分の所得税等に係る更正処分により新た

に納付すべき所得税額２０１万６３００円につき、国税通則法１１８条３項の規定に基づ

き１万円未満の端数を切り捨てた後の金額２０１万円に、１００分の１０の割合を乗じて

算出した金額２０万１０００円と、②国外送金法６条２項の規定により、上記①の過少申

告加算税の額の計算の基礎となるべき税額２０１万円に１００分の５の割合を乗じた金額

１０万０５００円を合計した金額である。 

２ 本件各賦課決定処分の適法性 

被告が主張する平成２４年分の所得税及び平成２５年分の所得税等に係る過少申告加算税の

額は、それぞれ前記１で述べたとおりであるところ、本件各賦課決定処分により原告に賦課さ

れた過少申告加算税の額は、別表１の「更正処分等」欄の「過少申告加算税の額」のとおりで

あって、これらはいずれも前記３の金額と同額である。 

また、前記第１のとおり、本件各更正処分は適法であるところ、同更正処分に基づき原告が

新たに納付すべき所得税等の計算の基礎となった事実のうちに、同更正処分前の所得税等の計

算の基礎とされていなかったことについて、国税通則法６５条４項にいう「正当な理由」があ

ると認められるものはない。 

したがって、本件各賦課決定処分は適法である。 

以上 



38 

（別紙４） 

当事者の主張の要旨 

１ 争点（１）（本件各事業年度におけるＡ及び２０１１事業年度におけるＢが、それぞれ特定

外国子会社等に該当するか否か）について 

（被告の主張の要旨） 

（１）Ａが特定外国子会社等に該当すること 

本件各事業年度の終了時において、Ａの発行済株式総数のうちに居住者等が有する直接

及び間接保有の株式等の合計数の占める割合は少なくとも５７．１２％であり、その割合

が１００分の５０を超えていたのであるから、Ａは措置法４０条の４第２項第１号に規定

する外国関係会社に該当する。 

また、本件各事業年度の終了時において、Ａの発行済株式総数のうちに占める原告が有

する株式等の数の割合は約１４．６６％であり、その割合が１００分の１０以上であった

ことから、原告は措置法４０条の４第１項１号の居住者に該当する。 

このように、Ａは、原告に係る外国関係会社に該当するところ、本件各事業年度の所得

に対して課される租税の額が当該所得の金額に占める割合は、それぞれ１６．１％及び１

６．２％であり、その割合が１００分の２０以下であったことから、Ａは措置法４０条の

４第１項（措置法施行令２５条の１９第１項２号）に規定する特定外国子会社等に該当す

る。 

（２）Ｂが特定外国子会社等に該当すること 

２０１１事業年度の終了時において、Ａの発行済株式総数のうちに居住者等が有する直

接及び間接保有の株式等の合計数の占める割合は少なくとも５７．１２％であり、Ｂの発

行済株式総数のうちに占めるＡが有する株式等の数の割合は約９４％であったから、同事

業年度終了時におけるその発行済株式総数のうちに居住者等が有する直接及び間接保有の

株式等の合計数の占める割合は少なくとも約５３．６９％となり（措置法施行令２５条の

２１第５項１号参照）、その割合が１００分の５０を超えていたのであるから、Ｂは、措

置法４０条の４第２項１号に規定する外国関係会社に該当する。 

また、２０１１事業年度の終了時において、Ａの発行済株式総数のうちに占める原告が

有する株式等の数の割合は約１４．６６％であり、Ｂの発行済株式総数のうちに占めるＡ

が有する株式等の数の割合は約９４％であったから、同事業年度終了時において、その発

行済株式総数のうちに原告が有する直接及び間接保有の株式等の数の占める割合は約１３．

７８％となり（措置法施行令２５条の２１第５項１号参照）、その割合が１００分の１０

以上であったことから、原告は、措置法４０条の４第１項１号の居住者に該当する。 

このように、Ｂは、原告に係る外国関係会社に該当するところ、２０１１事業年度の所

得に対して課される租税の額が当該所得の金額に占める割合は０％であり、その割合が１

００分の２０以下であったことから、Ｂは、措置法４０条の４第１項（措置法施行令２５

条の１９第１項２号）に規定する特定外国子会社等に該当する。 

（３）原告の主張に対し 

ア 原告は、タックス・ヘイブン対策税制については、同税制や各種関連規定の趣旨・目

的を踏まえた法解釈が必要であり、外国関係会社に係る措置法の規定文言を形式的に適
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用することで外国関係会社該当性を判断することは許されない旨主張する。 

しかしながら、租税法規は侵害規範であり、法的安定性の要請が強く働くことから、そ

の解釈は原則として文理解釈によるべきであり、文理解釈によって規定の意味内容を明

らかにすることが困難な場合に、規定の趣旨・目的に照らしてその意味内容を明らかに

するという趣旨解釈（目的論的解釈）が行われるべきである。 

この点、タックス・ヘイブン対策税制を定める措置法４０条の４の「外国関係会社」に

該当するか否かは、同条２項１号及び３号の規定から、外国法人の発行済株式総数又は

出資の総額や居住者等が直接及び間接に保有する株式等の数又は金額により、形式的に

判断することができるのであり、同項の文理によりその意味内容を解釈することが困難

であるとは認められない。 

したがって、措置法４０条の４第２項１号に規定する「外国関係会社」の要件の解釈に

ついては、文理解釈によりその意味内容が明らかであり、同規定の趣旨・目的に立ち戻

って解釈を行う必要はない。 

イ 原告は、外国関係会社該当性についてタックス・ヘイブン対策税制の趣旨・目的を踏

まえて判断することを前提に、「外国関係会社」に該当するためには、租税回避を推認

するに足る居住者等による外国法人の実質的支配や株式の分散保有による租税回避の意

図の存在が必要である旨主張する。 

しかしながら、原告の主張は上記アのとおりその前提を欠くものであるが、仮に措置法

４０条の４第２項１号の趣旨・目的に照らしてみても、「外国関係会社」に該当するた

めの要件として、原告が主張するような実質的支配や租税回避の意図といった要件が要

求されるものとは解されない。 

（原告の主張の要旨） 

（１）本件各事業年度におけるＡ及び２０１１事業年度におけるＢは、以下に述べるとおり、そ

もそも外国関係会社に該当しない。 

すなわち、措置法４０条の４第２項１号柱書は、外国関係会社に該当するための要件と

して、当該外国法人の発行済株式総数のうち、居住者等が直接及び間接に保有する株式等

の合計数又は合計額の占める割合が５０％を超えることを定めているところ、これは、①

居住者等が単独で５０％超の株式を保有している場合、②議決権行使等で協調する関係に

ある複数の株主で５０％超の株式を保有することにより当該外国法人を実質的に支配して

いる場合のいずれかを指す要件であると解すべきである。なぜなら、タックス・ヘイブン

対策税制とは、本来、我が国の課税権の及ばない外国法人の国外源泉所得について、我が

国の株主（居住者等）に帰属するとみなして課税するものであり、当該株主が当該外国法

人に配当を行わせるだけの支配力を持っているのに、配当を全くあるいはわずかしか行わ

ず、留保所得を蓄積しているところに税の回避を推認し得るとの考えに基づく制度だから

である。 

たしかに、措置法４０条の４第２項１号柱書の文言においては、居住者等の持分の合計

が形式的に５０％超でありさえすれば上記要件を満たすかのようにも思われるが、かかる

帰結は立案担当者の意図したものではない。上記要件は、５０％超の持分を有する株主が、

意図的に株式の分散保有を図り、分散保有先の株主と議決権行使等で協調することで、実

質的に当該外国法人を支配し続けるという脱法的行為を防ぐことを目的として規定された
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ものである。 

また、我が国のタックス・ヘイブン対策税制の立案に当たっては諸外国の制度が研究さ

れたところ、例えば、ＢＥＰＳ最終報告書では、先進諸国（ＯＥＣＤ加盟国）のＣＦＣ税

制（我が国のタックス・ヘイブン対策税制に相当）における基本的な一般原則として、

「影響を及ぼすために共同で行動している少数株主について、支配基準を満たしているか

否かの判定の際に、持分を合計されるべきである」としている。 

以上によれば、外国関係会社該当性については、単純に居住者等の持分を合計して形式

的に判断することは許されず、タックス・ヘイブン対策税制の趣旨、立案担当者の見解及

び海外の制度を参考に制定されたという立法沿革を踏まえて実質的に解釈することが必要

である。 

なお、租税負担の不当な軽減の意図を推定するに足りる支配力の基準が外国関係会社の

要件であり、居住者等が当該外国法人に対して支配力を及ぼしていることを前提に当該外

国法人が軽課税国に所在することに十分な経済合理性があるか否かを判断するのが本件適

用除外要件である。このように、両者は役割・機能が異なるから、実質的支配力の有無に

ついては外国関係会社該当性において判断すべきであって、本件適用除外要件において考

慮すればよいというものではない。 

（２）本件においては、Ａの株主構造は、甲一族の保有割合が４０％超に過ぎず、Ｐや金融機関

等の独立した第三者が多くの株式を保有していた。原告を含む甲一族とＰらとの間にはある

種の緊張関係があり、甲一族の一存でＡの運営を行える体制にはなかった。換言すると、Ａ

には、いかなる議案でも確実に可決できるだけの資本関係を通じた支配力を行使できるだけ

の単一の株主又は株主グループは存在しない。したがって、Ａは、居住者等が単独で５０％

超の株式を保有しているものではなく、協調して行動する複数の株主で５０％超の株式を保

有しているものでもないから、居住者等による実質的支配が及んでおらず、外国関係会社に

該当しない。 

そして、Ｂの発行済株式総数のうちＡが約９４％を保有している以上、Ｂについても、

居住者等による実質的支配が及んでおらず、外国関係会社に該当しない。 

また、株式の分散保有による租税回避の意図がなく、分散保有状態が結果的に生じたに

過ぎない場合にも、外国関係会社該当性は認められない。Ａの株主構成は、本件組織再編

の結果、Ｅの株主構成をほぼそのまま引き継ぐ形で形成されたのであって、意図的な分散

保有の結果ではない。よって、株式の分散保有による租税回避の意図がないという観点か

らしても、Ａは外国関係会社に該当しない。 

２ 争点（２）（本件各確定申告書に適用除外記載書面の添付がなかったことにより、本件適用

除外規定が適用されないこととなるか否か）について 

（被告の主張の要旨） 

（１）原告の平成２４年分の所得税及び平成２５年分の所得税等について本件適用除外規定が適

用されないこと 

租税法規は、原則として文理解釈によるべきところ、措置法４０条の４第７項は、本件

適用除外規定は、政令で定めるところにより、確定申告書に適用除外記載書面を添付し、

かつ、その適用があることを明らかにする書類その他の資料を保存している場合に限り、

適用すると規定している。同項の趣旨は、本件適用除外規定の適用を受けることについて
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納税者の意見を明らかにさせるとともに、その根拠となる資料を保存させることで、課税

庁が本件適用除外要件該当性を適正かつ迅速に判断することができるようにし、租税法律

関係を早期に確定させることにある。このことからも、納税者が確定申告書を提出する時

点における客観的な資本関係及び外国法人の租税負担割合から判断した結果、居住者等が

出資する外国法人が特定外国子会社等に該当する場合において、確定申告書に適用除外記

載書面を添付し、かつ、本件適用除外規定の適用があることを明らかにする書類その他の

資料を保存している場合に限り、同規定が適用されると解すべきである。 

本件についてみると、原告は、本件各確定申告書に、Ａ及びＢに係る適用除外記載書面

を添付していないので、本件適用除外規定の適用を受けるための要件を満たしておらず、

本件適用除外要件を満たすか否かについて判断するまでもなく、本件適用除外規定を適用

することができない。 

（２）原告の主張に対し 

原告は、適用除外記載書面の添付が本件適用除外規定の適用を受けるための要件となる

との考え方は採用できず、さらに、確定申告時にＡが「外国関係会社」に該当しないと判

断をしたため適用除外記載書面の添付ができなかったのであるから、確定申告時に適用除

外記載書面を添付してなかったというだけで本件適用除外規定の適用を受けることができ

なくなるものではない旨主張する。 

しかしながら、特定外国子会社等に該当するかどうかは、これを規定する措置法４０条

の４第１項等の文言から明白であり、客観的な資本関係及び外国法人の租税負担割合から

形式的に容易に判定できるものであるから、独自の見解に基づき特定外国子会社等に該当

しないと判断して適用除外記載書面を提出しなかった者を救済するための解釈をしなけれ

ばならない理由はない。 

また、客観的には特定外国子会社等に該当するにもかかわらず、確定申告の段階で、納

税義務者が当該外国法人についてこれに該当しないと判断しさえすれば、適用除外記載書

面を提出することなく本件適用除外規定の適用を受けることができるとした場合には、本

件適用除外規定の適用を受ける要件として、適用除外記載書面の添付等を要求する措置法

４０条の４第７項の規定が意味をなさなくなり、ひいてはタックス・ヘイブン対策税制の

目的に反する結果となる。したがって、原告の主張に理由はなく、原告は、本件各確定申

告書にＡ及びＢに係る適用除外記載書面を添付していないことから、本件適用除外規定の

適用を受けることができない。 

（原告の主張の要旨） 

（１）タックス・ヘイブン対策税制は、外国法人の所得を居住者等に帰属すると擬制して課税す

る極めて異例な制度であって、課税庁は、特定外国子会社等が本件適用除外要件を充足しな

いことを立証して初めて、上記税制の対象として合算課税することが許される。確定申告書

に適用除外記載書面の添付がないとの一事をもって本件適用除外規定の適用を認めないとい

うことは、課税庁が上記の立証をできない場合でも合算課税を認めることになるが、これは、

タックス・ヘイブン対策税制の基本的構造と相容れないというべきである。 

加えて、申告納税制度の下では、納税者に課税要件事実の一次的な判断権があるため、

タックス・ヘイブン対策税制の条文構造上、外国関係会社該当性等について、確定申告時

における納税者の判断を前提に、適用除外記載書面の添付の要否を検討することになる。
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そして、納税者が、確定申告段階で、例えば、外国関係会社該当性について否定した場合

において、後の納税調査で本件適用除外規定の適用が問題になる場合を見越して、予備的

に適用除外記載書面を添付するといった手続は条文上予定されていないところ、これは制

度上の不備というべきものである。 

それにもかかわらず、租税法規は厳格な文言解釈の原則が妥当するといった一般論に基

づき、適用除外記載書面の添付がない限り本件適用除外規定の適用を認めないとすると、

納税者は、添付しなかった場合の不利益を避けるため、外国関係会社該当性等を否定して

いるのにこれを認めた上で適用除外記載書面を添付せざるを得ないことになるが、こうし

た解釈は、申告納税制度とも相容れないというべきである。 

（２）本件において、前記１で述べたとおり、Ａ及びＢが外国関係会社に該当しないことが明ら

かであり、原告はその前提で本件各確定申告書を提出したことから、適用除外記載書面の添

付ができなかったのであり、こうした事情を考慮する必要がある。なお、原告は、本件適用

除外要件に関する資料は適切に保存しており、税務調査時においてもそうした資料を積極的

に提供しようと十分に努力をしていた。 

（３）以上によれば、原告が本件各確定申告書に適用除外記載書面を添付していなかったとの一

事をもって本件適用除外規定の適用を否定することは許されず、客観的に本件適用除外要件

を満たしていれば、同規定の適用を受けることができるというべきである。 

３ 争点（３）ア（Ａが本件適用除外要件に係る事業基準を満たしているか否か）について 

（被告の主張の要旨） 

（１）主たる事業の判定基準について 

措置法４０条の４第３項にいう「主たる事業」については、特定外国子会社等の当該事

業年度における事業活動の具体的かつ客観的な内容から判定することが相当であり、特定

外国子会社等が複数の事業を営んでいるときは、当該特定外国子会社等におけるそれぞれ

の事業活動によって得られた収入金額又は所得金額、事業活動に要する使用人の数、事務

所、店舗、工場その他の固定施設の状況等を総合的に勘案して判定するのが相当である

（最高裁平成●●年（○○）第●●号同２９年１０月２４日第三小法廷判決・民集７１巻

８号１５２２頁〔以下「最高裁平成２９年判決」という。〕参照）。 

（２）Ａの主たる事業は株式保有業であったこと 

Ａは、本件各子会社の株式の５０％以上を保有して本件各子会社を支配し、本件各事業

年度における総資産に占める保有株式の割合も、それぞれ約８６％及び約９５％に上って

いる。また、Ａの本件各事業年度の役員報告書には、同社の主たる活動として株式保有が

挙げられ、平成２４年３月２９日に開催されたＫの株主総会の資料（乙１８）においても、

Ａの主要な事業内容がホールディングカンパニーであると記載されていた。そうすると、

同社の主たる事業は株式保有業であったと認められる。 

（３）Ａは管理サービスを行っていないこと 

ア Ｒがキャッシュフローの改善等の業務を行っていたとしても、次に述べるとおり、Ａ

ではなくＢの業務として行ったものにすぎない。 

（ア）Ｒは、２０１１年（平成２３年）２月１日付けでＢに出向し、２０１２年（平成２

４年）３月３１日まで同社と雇用関係にあり、Ａとの間で派遣契約等は締結されていな

かった。また、Ｒは、２０１１事業年度中は、電子メールで「Ｂ董事長補佐」との肩書
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を使用し、本件各事業年度を通じて勤務場所もＢと同じ場所であった。 

これに対し、原告は、Ｒが香港での就労ビザを取得するに当たり、Ａでは提出書類を

用意することができなかったことから、Ｂと雇用契約を締結させざるを得なかった旨主

張する。 

しかし、Ａは１２月末決算法人であり、２０１２年（平成２４年）１月の時点で２０

１１事業年度の財務書類の作成が終わっていたとは考え難く、同月の時点でＡがＲを当

初雇用できなかった原因が解消していたとはいえないのであるから、原告主張の上記理

由では、同月１日以降Ａが雇用主となったとの説明はできない。 

また、Ａは、２０１１年（平成２３年）２月時点において、香港に設立こそされてい

たものの、Ｅの平成２３年２月１６日付け取締役会議事録（乙５６）によると、香港に

ホールディングカンパニーを設立し組織再編に着手することが報告されているが、具体

的な事項は報告されておらず、その時点ではＡの業務内容は何ら定まっていなかったの

であるから、ＲをＡの業務を行わせるために香港に赴任させること自体、不自然といわ

ざるを得ない。 

かえって、前記のＲの雇用関係、業務に係る客観的事実、上記各事情及び後記のＲの

業務内容からすれば、乙ら役員がＲをＢに出向させたのは、単にＢの従業員として同社

の業務を行わせるためであったとみるのが自然かつ合理的である。 

（イ）原告は、本件各管理契約に基づく「キャッシュフローの改善等」の業務（以下「キ

ャッシュフロー改善等業務」という。）として、ＲがＫ、Ｇ及びＨにおける長期間不動

の資材在庫（以下「不動在庫」という。）の解消に係るサービスを提供（以下「不動在

庫解消業務」という。）した旨主張する。 

しかし、乙は、Ｒに対し、２０１１年（平成２３年）４月３０日付けの電子メール

（甲４８）によって不動在庫の状況を報告するよう指示し、Ｒは、乙に対し、同年５月

１６日にＢの子会社であるＨ及びＧの不動在庫の状況を報告していることからすれば、

不動在庫解消業務は、ＡがＢ管理契約を締結した同年１０月１日及びＫ管理契約を締結

した同年７月●日よりも前から開始しており、同業務が本件各管理契約に基づくもので

ないことは明らかである。 

また、Ｋ業務推進部チームリーダーＺ（以下「Ｚ」という。）が「Ｒ董事長補佐殿」

「ａ部長（Ｈ資材部長）」宛てに送信した２０１１年（平成２３年）１０月１８日の電

子メール（甲４９）を見ても、Ｚは、ＲをＫの親会社であるＡの者としてではなく、Ｈ

のａ部長と並ぶ中国側の者、すなわち、Ｈの親会社であるＢの董事長補佐と認識した上

で、Ｂの業務として不動在庫の解消業務の作業依頼をしたことが明らかである。 

ところで、Ｌ、Ｂ及び中国子会社の間で締結された取引基本契約（甲６３、６４）に

よれば、Ｌは、中国子会社（Ｈ及びＧ）の残余材料等を引き取る契約上の義務を負って

おり、中国子会社が不動在庫を抱えることにより関税の恩恵を受けられなくなるリスク

を抱えていたことからすれば、Ｒの不動在庫解消業務は、中国子会社の親会社であるＢ

の董事長補佐として、このようなリスクを排除するという目的によりされたものにほか

ならない。 

以上によれば、不動在庫解消業務を本件各管理契約に基づきＡの業務として行ったも

のと認めることはできず、Ｒが不動在庫解消業務を行っていたとしても、同業務は、Ｂ
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董事長補佐の業務として行われたものと認めるのが相当である。 

（ウ）原告は、Ａが２０１２年（平成２４年）に、本件各子会社に対し、顧客別与信管理

の導入や財産管理制度（経理業務規程）を策定させるという業務（以下「与信等管理業

務」という。）を行った旨主張する。 

しかし、顧客別与信管理の導入や、明確はルールに基づく経理処理を行わせるための

財産管理制度（経理業務規程）の制定は、Ａ及び本件各子会社の間で、会計方針を統一

するための業務であるところ、そもそも、連結決算を行う親会社と子会社が採用する会

計方針は原則として統一されるべきものであるし、仮に、上記業務が本件各子会社にお

ける社撰な経理処理等を正し、結果としてキャッシュフローの改善につながったとして

も、Ａが親会社として本来行うべき会計方針の統一業務を行ったにすぎないから、Ａが

本件各子会社に対し本件各管理契約に基づくサービスの提供をしたものとは認められな

い。 

（エ）原告は、２０１２年（平成２４年）に、ＲがＩを訪れ、洪水による被害状況を確認

し、現地会計事務所との間で被害を受けた生産設備にかかる会計処理について協議を行

うなどしたとして、これが本件各管理契約に基づくサービスである旨主張する（以下、

かかる業務を「被災処理業務」という。）。 

しかし、本件各管理契約は、災害という特別な状況下での支援を想定していたとは考

え難く、原告の主張する上記支援は、本件各管理契約の有無にかかわらず行われたもの

というべきである。なお、Ｉの被災に関しては、他の子会社からも災害支援活動が行わ

れていたことがうかがわれる。 

イ 原告が「新規顧客開拓支援」と主張する業務（以下「新規顧客開拓業務」という。）

は、次に述べるとおり、Ｈの業務として行われたものであり、本件各管理契約に基づく

Ａの業務ではない。 

原告は、ＳがＡの業務として本件各子会社のため本件各管理契約に基づき新規顧客開拓

業務を行っていた旨主張する。 

しかし、そもそも、Ｓは、雇用された２０１１年（平成２３年）１２月から２０１３年

（平成２５年）３月３１日までの間、Ａとの間で雇用契約は締結しておらず（Ａから給

与の支払も受けていない。）、Ｈの副総経理兼営業部長として雇用されたのであり、Ａ

にＳを派遣する旨の契約も締結されていない。 

また、Ｓは、新規顧客開拓業務として行った主な取引として、世界的な重工業メーカー

であるＸ（以下「Ｘ本社」といい、同社を頂点とする企業グループを「Ｘグループ」と

いう。）の中国における子会社であるＹ（以下「Ｙ」という。）との取引を挙げるとこ

ろ、ＨとＹとの商談は２００９年（平成２１年）から始まっていたのであり、Ｙとの取

引主体はＨであることからみて、ＳはＨの営業部長としてそれを引き継いで営業活動を

したにすぎない。そして、Ｓは、Ｈの副総経理兼営業部長として、Ｙを顧客とする営業

活動も含めＨ営業部の活動報告をＲに対し報告し、Ｒは、これを本件各子会社の報告と

して乙ら役員に送信していることからしても、Ｒ、Ｓ及び乙ら役員の間で、当時、Ｙと

の商談は、Ｈの営業活動として位置付けられていたとみるのが自然かつ合理的である。 

なお、乙がＹとの交渉過程でプレゼンテーションを行ったとしても、Ｈの親会社の役員

として支援を行ったものと考えられ、上記プレゼンテーション自体が対価を生じさせる
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ようなものではなく、Ｂ管理契約における新規顧客開拓業務に当たらないことはいうま

でもない。 

ウ Ａは、次に述べるとおり、本件各管理契約に基づく「技術開発支援」の業務（以下

「技術開発業務」という。）を行っていたとは認められない。 

原告は、Ａの２０１２年（平成２４年）６月１４日の取締役会において本件研究所を設

置することを決定し、同年８月に同研究所を設置し、同年１１月に製品の開発に着手し

た旨主張する。 

しかし、本件研究所の所長及び副所長とされる者はＨ又はＫの社員であるところ、Ａが、

これらの会社との間で、上記所長等の派遣を受けるための人材派遣契約や出向契約等を

締結していた事実は確認できない。また、本件研究所は、Ｈの工場内に設置されている

上、Ａが本件各事業年度において什器備品を取得した額は日本円にして約５万円程度で

あったのであり、そのことからみて本件研究所を設置するに当たり何ら設備投資もして

いないものと認められる。 

以上によれば、本件研究所は、少なくとも、２０１２事業年度においては実体が伴わな

いものであったというべきで、Ａが行ったのは、その設置に係る意思決定のみで、同研

究所に係る何らかの業務が行われたにしても、それは、本件各子会社が自らコストを負

担して行っていたものにすぎない。したがって、Ａが本件各管理契約に基づく技術開発

業務を行っていたと認めることはできない。 

エ 本件各管理契約は、次に述べるとおり、本件各子会社の利益をＡに還元するための名

目的なものにすぎない。 

そもそもＡの設立目的は、Ｅの資金調達の為替リスクを避け、持株会社として香港の株

式市場に上場することにあったのであり、本件各子会社へのサービスを提供することを

目的としていたわけではない。また、本件各管理契約は、本件各子会社に対しサービス

を提供するためではなく、親会社の役員等の人件費を捻出するために締結されたことが

うかがわれる。 

また、本件各管理契約においては、管理サービスに係る個々の業務につき対価を設定せ

ず、包括的に「管理料」を定め、しかもＫ及びＢが管理料として同社の製品売上金額の

１．５％相当額もの多額の対価を支払うものとされ、その結果、Ａは、本件各管理契約

に係る収入として、２０１１事業年度に合計６３３８万７０９０円、２０１２事業年度

に合計１億３０６８万８１５１円という多額の収入を計上している。この点、管理料の

金額設定を上記のとおりとした根拠について、原告は、対価水準をどのように設定する

かは契約自由の原則により契約当事者の任意に委ねられる問題として、何らその根拠に

関する主張をせず、むしろ、乙の証言によれば、本件各管理契約における管理料の金額

は、サービスの対価としてどの程度の金額が相当かという観点からではなく、Ａの役員

報酬等の費用を賄うに足りるかという観点から決定したものと認められる。しかも、上

記の管理料の定めは、実際にサービスを提供しなくとも支払われることを前提とするも

のである。 

したがって、本件各管理契約に管理料の定めがあり、本件各子会社が実際にＡに対し管

理料を支払ったからといって、Ａが実際に同契約に基づくサービス提供を行っていたと

は認められない。本件各管理契約は実体を伴わず、本件各子会社の利益をＡに還元する
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ための名目的なものにすぎなかったものと認めるのが相当であり、管理料は、実質的に

は、株式の利益配当と同視することができる。 

仮に、本件各管理契約に基づくサービスの提供が行われていたとしても、それらのサー

ビスが前記管理料の金額に見合うだけの価値があるとは考え難い上、管理料の定めがＡ

の業務量やコストに見合うものと考え難い。しかも、Ａは、本件各管理契約に基づくサ

ービス提供に係る人件費について、２０１２事業年度に４月１日以降のＲの人件費を負

担したのみで、それまでのＲの給与、Ｓの給与、本件研究所に係る人件費や設備費も負

担していない。これらの事情に照らせば、管理料は不相当に高額であり、仮に本件各子

会社に対しサービスの提供が行われていたとしても、本件各管理契約は本件各子会社の

利益をＡに還元するためのもので、管理料は実質的には株式の利益配当と同視すること

ができることは変わりがない。 

（４）仮にＡが管理業務を行っていたとしても、これらの業務が、親会社の子会社に対する株主

権の行使による支配ないし管理を超えた独自の目的、内容、機能等を有するものとは認めら

れないこと 

ア 仮に、Ａが、本件各管理契約に基づく上記各業務（以下「本件管理業務」という。）

を行っていたとしても、これらの業務のうち、少なくともキャッシュフロー改善等業務

は、株式保有業に包含され、その一部を構成するにとどまるものであることが明らかで

ある。また、これ以外の業務についても、新規顧客開拓業務及び技術開発業務は、Ｈの

業務にすぎないものであるか、当該業務の実体が伴わないものであるから、本件管理業

務を全体として見ても、親会社であるＡがその株主権の行使による本件各子会社等に対

する支配ないし管理を超えて独自の目的、内容、機能等を有するものとは認められない。 

イ 仮に、Ａが本件管理業務を行っており、これが株式保有業に包含されないとしても、

本件各事業年度におけるＡの主たる事業が、本件管理業務であるのか、株式保有業であ

るのかを、「当該特定外国子会社等におけるそれぞれの事業活動によって得られた収入

金額又は所得金額、事業活動に要する使用人の数、事務所、店舗、工場その他の固定施

設の状況等を総合的に勘案して判定する」（最高裁平成２９年判決参照）という基準に

照らして検討すると、次に述べるとおり、主たる事業は株式保有業であるというべきで

ある。 

（ア）Ａの本件各管理契約に係る収入の割合は、本件各事業年度において、総収入金額の

６６．２％及び９５．７％と高い割合を占めているが、前記（３）エで述べたとおり、

管理料は不相当に高額であり、実質的には、株式配当と同視し得るものというべきであ

る。したがって、管理料に係る上記収入全額を本件管理業務から生じたものとみるべき

ではなく、上記の収入割合に依拠して、本件管理業務が主たる事業であると判断するこ

とはできない。 

（イ）次に、事業活動に要する使用人の人数について見ると、本件各事業年度においてＡ

と雇用関係があったのは、２０１１年（平成２３年）はＱのみで、その翌年は同人及び

Ｒ（ただし、Ｒは、Ｂの董事長補佐の業務も担当していた。）のみであり、原告の主張

を前提にしても、本件管理業務に従事していたのはＲのみということになる。 

なお、原告は、２０１１事業年度にＲが乙ら役員の指揮命令によりＡの本件管理業務

を行い、Ｓや、本件研究所のＵ、Ｖ及びＷが同業務に従事していた旨主張するものの、
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いずれも、雇用主との間で正式な派遣契約等もなく、Ａがその給与を負担することもな

く、サービスを提供される側である本件各子会社が人件費を負担して労働力を無償で提

供していたこととなる。つまり、Ａは、業務を行う意思決定のみをして、実際の業務は

本件各子会社の従業員に無償で行わせていたこととなるのであるから、本件各子会社の

上記従業員をＡの使用人として考慮すべきではない。 

（ウ）また、Ａの事務所は、本店所在地の事務所のみであり、本件管理業務のためだけの

事務所等は有していない（Ｓは、Ｈに常駐していたようであるが、同社をＡの事務所と

みることはできない。また、本件研究所は、Ｈ内に設置されたもので、Ａの従業員が常

駐するわけでもないから、これもＡの事務所とみることはできない。）。 

そして、本件各事業年度において、Ａの有形固定資産の金額は、子会社株式の約０．

３％にすぎず、固定資産の大半が子会社株式であって、有形固有資産が本件管理業務に

供されていたとも認め難い。 

（５）以上によれば、Ａが本件各事業年度において本件管理業務を行っていたと認めることはで

きず、仮に、同業務を行っていたとしても、主たる事業は株式保有業であるというべきであ

るから、Ａは事業基準を満たさない。 

（原告の主張の要旨） 

（１）Ａは、以下に述べるとおり、本件各事業年度において、株式保有業以外に、本件管理業務

を行っていた。 

ア Ｅでは、平成２２年当時、ケーブル等の国内市場の成長が鈍化しつつあったことから、

アジア大洋州地域の旺盛な需要を取り込むとの世界戦略の下、国際的人材の確保や優良

なパートナーと提携して国際的信用力を高めていくことを重要課題として捉えていた。

そこで、重要な生産・販売拠点である中国との距離の近さ、人材確保のしやすさ、中国

本土の複雑な法制度・会計制度へのサポートが得られやすい香港に新会社を設立し、中

長期的には香港株式市場への上場を視野に、本件組織再編が行われることになった。こ

うした経緯を経て設立されたＡは、海外展開に当たってのＭ＆Ａやグループ各社に対す

る収益性向上のための支援サービスの提供を行うことが予定されていた。 

なお、本件各管理契約に掲げられている支援業務の中には、従前から提供されているも

のもあったが、支援業務の内容や根拠を明確化することで効率的・効果的なサービス提

供を可能にするとの観点から、契約を締結することとしたものである。したがって、Ａ

の業務がグループ各社のための支援サービスであるか否かは、その当時に本件各管理契

約が締結されていたか否かではなく、その業務の内容・性質等の業務実態を踏まえて判

断する必要がある。 

また、支援業務に対する対価については、対価水準をどのように設定するかは契約自由

の原則により契約当事者の任意に委ねられる問題であるところ、Ｂは、Ａが各種支援サ

ービスを提供することの対価として、製品売上高の１．５％相当額を業務委託料（管理

料）として支払うこととされた。これは、支援サービスの結果としてグループ各社の製

品売上増加につながるという関係を考慮して設定されたものである。なお、Ｉ管理契約

においては、業務委託料が月額５００米ドルで固定されているが、これは、Ｉが設立さ

れた当初、想定していた売上が上がらず累積欠損が生じていたため、月額５００米ドル

で固定することを余儀なくされたものである。Ａとしては、製品売上高に定率を乗じた
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業務委託料にすることを希望していたが、上記契約締結後の２０１１年（平成２３年）

１０月に発生した洪水によりＩが被害を受け、収益がさらに悪化したことから、上記金

額で当面の間は固定せざるを得なかった。 

イ Ａ経営陣による基本的な方向性の決定及びこれを踏まえた支援の具体的内容の決定等

は、次のとおりである。 

Ａ経営陣の間では、グループ各社の業務の課題等を踏まえ、乙が中心となって支援の基

本的方向性が協議され、その結果、キャッシュフローの改善、新規顧客開拓及び新製品

開発に向けた支援を行うこととされた。 

そして、Ａでは、乙ら役員が、決定された基本的方針を踏まえ、本件各管理契約のドラ

フト・締結と前後して、自ら、あるいは担当者（ＲやＳ）に支援業務の大枠を指示した

上で具体的な支援サービスの内容を決定し、これを実施させていた。上記担当者は、必

要に応じ、ＣＥＯである乙やＣＯＯである原告に対し、進捗状況を報告し、乙や原告は

報告を踏まえその内容を了承したり、具体的指示を与えたりしていた。 

このようにして具体的に提供された支援サービスの内容は、以下のとおりである。 

ウ キャッシュフロー等改善業務 

本件各事業年度におけるＭグループとして最大の課題は運転資金の不足（特に中国子会

社）であり、Ａの支援サービスの中でも、キャッシュフロー等改善業務は最も緊急性及

び重要性の高い業務であった。そこで、Ａでは２０１１年（平成２３年）３月頃、ＣＥ

Ｏである乙が、特命事項を指示した上で、Ｒを香港に派遣し、Ａの副総経理（Ｖｉｃｅ

 Ｐｒｅｓｉｄｅｎｔ）として、上記業務に従事させることとした。Ｒの活動は、不動

在庫解消業務、グループの統一的な顧客管理及び与信管理制度の導入・運用の支援に関

する業務並びに財産管理規定の制定業務（与信等管理業務）など多岐にわたっていた。 

（ア）不動在庫解消業務 

Ｒは、２０１１年（平成２３年）３月、Ｂ及び中国子会社の資金繰り状況を分析し、

中国子会社の資金繰りが苦しい原因が両社の過剰な資材在庫にあるのではないかとの疑

いを持った。そこで、Ｒは、同年４月、香港に滞在していた乙に対して上記分析結果を

報告したところ、同月３０日、乙は、両社の担当者だけでなく、Ｅ担当者に対しても、

同月末時点で３か月以上不動の資材在庫（不動在庫）に係る報告をするよう指示を出し

た。 

Ｒは、グループ各社からの報告内容を精査し、同年５月１６日までには、中国子会社

の不動在庫がＥとの間のＯＥＭ取引（製造委託契約。以下「本件ＯＥＭ取引」とい

う。）に関連して生じていることを突き止めた。本件ＯＥＭ取引では、委託者であるＥ

が顧客から指定された材料を中国子会社に販売し、中国子会社が支給された材料を用い

てケーブル等の製品を製造してＥに販売するという取引が行われていた。ところが、Ｅ

が顧客から正式に発注を受ける前に材料を中国子会社に販売したものの、顧客から発注

がされず、このような場合に本来は行われるはずのＥによる材料の買戻しが行われない

という事態が重なった結果、中国子会社に不動在庫が蓄積することとなったものである。

Ｒは、以上の分析及び検証を踏まえ、中国子会社とＥとの仲介を行い、上記の経緯で生

じた不動在庫を同社に引き取らせた。 

以上に対し、被告は、Ｒが２０１１事業年度において担っていたキャッシュフロー等
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の改善支援業務は、当時、同人がＢとの間で雇用関係があったことから、Ｂの業務であ

ると主張する。しかし、Ｒが香港に派遣された当初、形式的な雇用主がＢとされていた

のは、Ｒが香港で就労許可を取得するためには、香港移民局に雇用主の財務書類等を提

出する必要があったところ、その時点では、Ａが設立間もないこともあり、同社の財務

書類等を準備できなかったので、便宜上、グループ会社であるＢと雇用契約を締結した

形をとったものである。本件各事業年度を通じて、Ｒの業務内容に変化はなかったもの

の、雇用関係と業務上の指揮命令関係を一致させることが好ましいことや、香港移民局

に提出する財務書類等が準備できたことから、２０１２年（平成２４年）に入り、Ｒと

Ａとの雇用契約が締結された。このような事情からすれば、それ以前にＲが担っていた

業務について、形式的な雇用関係からＢの業務と推断することはできない。むしろ、①

Ｒは、ＡのＣＥＯである乙から、２０１１年（平成２３年）４月頃、Ｍグループ各社の

与信管理や不動在庫の調査を指示されていたこと、②中国子会社の不動在庫の問題は、

Ｅが親会社であった時代に中国子会社に無理難題を押し付けた結果生じたものであり、

かかる悪弊を一掃するために設立されたのがＡであることからして、上記問題等を解決

するための業務についてはＡしか行い得ないものであったこと、③Ａが雇用関係の有無

にかかわらず現に同社の業務に従事している者を記載した本件各事業年度の組織図（甲

６、２７）にＲが記載されていることなどに照らせば、Ｒが２０１１事業年度において

担っていた業務については、Ｂの業務ではなく、Ａの業務でしかあり得ない。なお、Ｒ

は２０１１事業年度においてＢの肩書で電子メールを作成したり、Ｂの電話・ＦＡＸ番

号を使用したりしていたが、それは、Ｂへの出向扱いとされており、人事発令通知に従

ったに過ぎない。 

（イ）与信等管理業務 

Ｈでは、２０１２年（平成２４年）頃、中国のある顧客への売上が非常に伸びていた

ところ、乙の指示を受けたＲの調査により、差し入れられた手形が信用力の裏付けがほ

とんどない支払手段であることが判明した。そこで、乙は、Ｈ以外のグループ各社の顧

客管理・与信管理にも問題があるのではないかと考え、同年６月２１日頃、Ｒに対し、

中国子会社の顧客管理・与信管理状況を調査するよう指示した。Ｒは、乙の指示を踏ま

え、同年７月から８月にかけて、両社の顧客管理・与信管理状況を調査し、Ｋの手法を

ベースにＡの統一的な顧客管理・与信管理制度を導入することとした。Ｒのこうした活

動により、例えば、Ｈでは与信管理の見直しを行った結果、１億円近い代金の焦付きを

防止することができた事例もあった。 

（ウ）Ｉに係る被災処理業務 

Ｉでは、２０１１年（平成２３年）の大洪水が同社の生産設備等に与えた損害額の確

定や会計上の処理が問題となっていたところ、Ｒは、タイに出張し、被害状況を確認し

た上で、現地会計事務所との間で被害を受けた生産設備等に係る会計処理（損失処理）

について協議を行うなどした（甲６６）。Ａは、経理面での知見を活用して、Ｉの資産

状況を確認し、実情を反映した財務諸表の作成というＩ単独では遂行困難な業務を支援

しており、このことは、会計部門の支援というサービス業務が、ＡからＩに対して行わ

れていたことを明確に基礎付けるものである。 

エ 新規顧客開拓業務 
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Ａの新規顧客開拓業務とは、Ａが、グループ各社に代わって新規に顧客を開拓し、グル

ープ各社の売上につなげる支援である。Ａでは、営業担当役員であった原告が自ら香港

で日系企業に対する営業活動を担うとともに、ＳをＡの営業担当として新たに採用し、

蘇州に派遣して欧米系企業に対する営業活動を担わせ、両者の活動が一体となった形で

のグループ各社のための新規顧客開拓業務を行っていた。 

（ア）Ｓによる新規顧客開拓業務 

乙は、Ｓに対し、Ｘグループの中国における子会社であるＹを最初のターゲットとし

て活動を行うように指示し、Ｓは、第１号案件として、Ｙにｅ製造ライン用の小型ロボ

ットに使用するケーブルを受注すべく売込みを行った。また、Ｘ本社における生産供給

体制等についての質疑応答の場で、Ｈの生産能力を超える需要目標に対する対応の可否

を尋ねられた際には、乙がＡのＣＥＯとして、Ｋも含めたＭグループの総力を挙げてＸ

グループの要求に応じられると確約するなどした。 

以上に対し、被告は、Ｓが２０１２年（平成２４年）１２月頃までＢとの間で雇用関

係があったことに目をつけ、Ｓによる新規顧客開拓業務がＢ又は派遣先のＨの業務であ

ると主張する。しかし、そもそも、Ｂは商社であるから、ＳがＢの業務として新規顧客

開拓業務を行うことはあり得ない。また、Ｈについても、①Ｓは、２０１１年（平成２

３年）１２月頃、ＡのＣＥＯである乙から、欧米系企業の新規開拓を指示されたもので

あること、②当時、グループ各社では、欧米系企業の求める品質保証体制等に対応でき

ておらず、グループの頂点に立つＡが代表して新規顧客開拓業務を行い、Ｍグループと

して取引関係を構築するというプロセスを経なければ、グループ各社が欧米系企業から

受注することはできないという問題意識の下、そのようなＡの新規顧客開拓業務を行う

ための要員としてＳを採用したという経緯があること、③また、Ｓの活動範囲は、派遣

先であるＨにとどまるものではなく、Ｍグループ各社の技術担当者と打ち合わせた上で

製造拠点を決定し、その結果、派遣先のＨではなくＧやＫが納品したこともあったこと、

④Ｓは、自身が担当した新規顧客開拓業務に関しては、Ｈの総経理であるＵからの指示

を受けることは一切なく、もっぱら、ＡのＣＥＯである乙やＣＯＯである原告の指示を

受けていたこと、⑤Ｓは、２０１２年（平成２４年）１２月頃に改めてＡと雇用契約を

締結し、雇用関係と指揮命令関係を一致させているものの、全業務量に占める新規顧客

開拓業務の割合は５～６割であり、雇用主切り替えの前後で変化はなかったこと、⑥Ａ

の２０１２事業年度の組織図にはＳの氏名も記載されていることに照らせば、Ｓの新規

顧客開拓業務はＡの業務として行われたことが明らかである。なお、Ｓは、Ｙに係る案

件の進捗状況を「Ｈ（Ｈ）営業部（北京、上海、蘇州営業）の開発進捗管理シート」と

題する書面（甲３０の３、６７）でＡ経営陣に報告しているが、これは、ＳがＨの福総

経理兼営業部長として同社の営業活動（日系企業及び中国企業が対象）を報告する義務

があったことから、便宜上、自らが担っていた欧米系企業の案件（Ａの案件）を同一の

フォーマットで報告したにすぎない。 

（イ）原告による新規顧客開拓業務 

Ａの営業担当役員である原告は、いわゆるリーマンショック以降、日系企業が海外進

出を加速させ、香港にＩＰＯ（国際調達事務所）を設立していたことを踏まえ、ＩＰＯ

を訪問したり、香港の日系金融機関から紹介を受けて日系企業を訪問したりして情報収
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集を行った上で、営業方針を立て、香港に常駐しているＱの支援も受けながら、日系企

業を相手とする顧客開拓活動を行った。その結果、例えば、東証１部上場企業とＭグル

ープとの取引が始まるなど、グループ各社の売上につながっている。 

オ 技術開発業務 

Ａの技術開発業務とは、Ｍグループ内に散在する技術・製品開発に関する情報やリソー

スを集約し、その成果を共有することでグループ各社の技術・製品開発の効率化につな

げる活動である。 

Ａは、２０１２年（平成２４年）６月１４日の取締役会において、本件研究所を設置す

ることを決定し、同年８月に同研究所を設置し、同年１１月に製品の開発に着手した。

Ｍグループの通達（甲３３）では、新製品開発に関しては、①Ａが開発テーマを指示し、

②本件研究所がその指示に沿って開発拠点を選定することとされ、具体的には、Ａ及び

本件研究所は、グループ各社からの研究・開発に関する報告を踏まえ、製品化の可能性

や販売可能性を見極め、グループ各社に対する金銭面又は設備面での支援を行うことが

想定されていた。同年８月以降は、本件研究所のＵ、Ｖ及びＷが技術開発業務に従事し

ていた。 

Ａ及び本件研究所による技術開発業務の内容は多岐に及ぶが、その一例として、ポリ塩

化ビニルを使用しないケーブルの開発が挙げられる。ここでは、乙が、Ｋ（●●工場）、

Ｈ及びＧの３社に対し、使用すべき材料やサイズごとの開発拠点の振分け等を明示した

上で上記ケーブルの開発を指示し、Ａの役員及び本件研究所がその開発状況をフォロー

し、必要な軌道修正や追加試験の指示を行った。このようにＡが各開発拠点に対し開発

テーマを明示して競わせたことで、開発期間が短縮された。 

（２）最高裁平成２９年判決が示した判断枠組みによれば、次に述べるとおり、Ａの主たる事業

はサービス業でしかあり得ない。 

ア 本件適用除外要件のうち事業基準とは、特定外国子会社等が株式保有業を主たる事業

とする場合には、本件適用除外規定を適用しないというものである。その趣旨は、株式

保有業はその性質上我が国においても十分に行い得るものであり、タックス・ヘイブン

に所在して行うことについて税負担の軽減以外に積極的な経済合理性を見いだし難いこ

とにある。ある事業が株式保有業に包含されるか否かは、株主権の行使や株式の運用に

関連する業務等とは異なる独自の目的、内容、機能等を有するか否かで判断される。ま

た、主たる事業は、特定外国子会社等の当該事業年度における事業活動の具体的かつ客

観的な内容から判定され、特定外国子会社等が複数の事業を営んでいるときは、当該特

定外国子会社等におけるそれぞれの事業活動によって得られた収入金額又は所得金額、

事業活動に要する使用人の数、事務所、店舗、工場その他の固定施設の状況等を総合的

に勘案して判定される（最高裁平成２９年判決参照）。 

イ このように、「主たる事業」が「当該事業年度における事業活動の具体的かつ客観的

な内容」から判定される以上、そうした客観的な内容に直接関係しない事情を重視する

ことは許されない。例えば、必ずしも企業の実際の事業活動の軽重に従っているとは限

らない、法人登録や監査報告書、ホームページ、会社案内等における形式的な文面やそ

の記載順序は重視すべきではない。また、株式保有業以外の事業が、その性質上さほど

多くの固定資産等を必要としない場合には、資産総額に占める保有株式の額の割合を重
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視すべきではない。そのほか、特定外国子会社等の設立経緯や設立目的のみを取り出す

ことも許されないし、「主たる事業」を判定する段階では、当該特定外国子会社等が株

式保有業以外の事業を実際に営んでいることが前提になるのであり、その段階で当該他

の事業の実態を否定することは背理である。 

なお、本件各事業年度において、Ｒ及びＳはＡと雇用契約を締結していない期間があり、

また、Ａとグループ各社との間で両名に関する人材派遣等に関する契約も締結されてい

ない。しかしながら、これらの事情は、本件適用除外規定の適用に当たり無関係な事情

というべきである。なぜなら、本件適用除外規定は、特定外国子会社等の事業活動に経

済合理性が認められる場合には合算課税の対象としないとするものであり、その適用に

当たっては、特定外国子会社等の事業活動をありのままに認定することが必須であって、

その指揮監督下で現に事業活動を担っている者がいかなる資格において労務を提供して

いるかは本質的な問題ではないからである。 

ウ Ｒのキャッシュフロー改善等業務は、前記（１）のとおり、積極的なサービス提供で

あり、その性質上、明らかに株式保有業とは異なる独自の目的、内容、機能等を有する

ものである。加えて、こうしたＲの活動は、アジアのハブ地域であり、グループ各社と

の地理的近接性もバランスよく確保される香港において行うことが、立地上優位性があ

る。 

また、Ａが本件各管理契約から得た収入及びその総収入に占める割合は、２０１１事業

年度は６３３万８７０９香港ドルで約６６％であり、２０１２事業年度は１１６９万９

９２４香港ドルで約９５％である。ここで留意すべきは、租税法律主義の下、明文の根

拠なく、私法上有効な法律関係を引き直すことは許されないため、上記各契約が私法上

有効である以上、上記の金額をそのまま受け入れた上で主従判定を行う必要があるとい

うことである。何らの根拠なく上記金額を株式配当の額に引き直すなどした上で総収入

に占める上記の割合を過小評価することは許されない。 

また、Ａの組織図（甲６、２７）によると、２０１１事業年度には２名（Ｒ及びＳ）、

２０１２事業年度には少なくとも７名（Ｒ、Ｑ、Ｓ、Ｔ、Ｕ、Ｖ及びＷ）がＡの業務に

従事している反面、グループ会社株式の議決権行使や株式運用等に従事している者はい

なかった。そのほか、Ａの事務所等の固定施設は、本社事務所や技術開発センターなど、

いずれも専らグループ会社への支援サービス提供に供されていた。 

エ 以上によれば、本件各事業年度におけるＡの主たる事業がサービス業であることは明

らかであり、事業基準を満たすというべきである。 

４ 争点（３）イ（Ａが本件適用除外要件に係る管理支配基準を満たしているか否か）について 

（被告の主張の要旨） 

（１）管理支配基準の判断について 

管理支配基準を充足しているといえるか否かは、外国子会社等の重要な意思決定機関で

ある株主総会及び取締役会の開催、役員の職務執行、会計帳簿の作成及び保管等が本店所

在地国で行われているかどうか、業務遂行上の重要事項を当該子会社等が自らの意思で決

定しているかどうかなどの諸事情を総合的に考慮し、当該外国子会社等がその本店所在地

国において、親会社（株主たる内国法人ないし居住者）から独立した企業としての実体を

備えて活動しているといえるかどうかによって判断すべきものと解されている。また、管
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理支配基準を充足するためには、対象会社の本店所在地国に居住する役員及び従業員が存

在することが必要であり、また、客観的に見て、それらの者（特に役員）が、対象会社の

事業遂行の上で重要な業務を実質的に担っており、かつ、一定の事項については裁量権を

有しているといえることが必要である。 

（２）Ａは株主である居住者から独立した企業として実体を備えて活動しているとはいえないこ

と 

Ａは、本店所在地である香港に役員が居住しておらず、また、乙ら役員の２０１１年

（平成２３年）及びその翌年における香港滞在日数は、原告が３３日及び１７日、乙が１

０日及び４日、丙が１０日及び７日であるから、乙ら役員が香港において職務を行ってい

たとも認められない。 

また、Ａは日本に居住する乙やＫからの指示に基づいて業務を行っており、業務執行上

の重要事項についてＡが独自の意思決定をその本店所在地国である香港において行ってい

たとは認められない。その一例として、Ｋの人事総務部長であるｂとＡの従業員であるＱ

との電子メール（乙５８）では、Ａの人事異動発令通知がＫ人事総務部から出されており、

このことからも、Ａの従業員には人事異動について裁量権がなく、ＫがＡの人事を管理し

ていたことが示されている。 

このように、Ａには、香港に居住し、事業遂行上一定の事項について裁量権を有する役

員は存在せず、また、同社は、Ｋの会長である乙からの指示に基づいて業務を行っており、

業務執行上の重要事項について独自の意思決定を行っていたとは認められないから、その

本店所在地国である香港において、株主である居住者から独立した企業としての実体を備

えて活動していたとは認められない。したがって、Ａは、管理支配基準を満たさない。 

（原告の主張の要旨） 

（１）管理支配基準とは、特定外国子会社等が、本店所在地国において、居住者等である株主か

ら機能面で独立した企業としての実体を備えているかという観点から経済合理性を判断する

基準である。もっとも、特定外国子会社等は、居住者等の支配を受けている法人であるから、

ここでいう独立性の程度は高くなくてもよいというべきである。 

管理支配基準の充足性を判断するに当たっては、措置法通達６６の６－１６（平成２９

年１２月２１日改正前のもの。以下同じ）で明らかにされているように、当該特定外国子

会社等の株主総会及び取締役会の開催、役員としての職務執行、会計帳簿の保管等が行わ

れている場所並びにその他の状況が勘案される。ただし、当該特定外国子会社等の株主総

会が本店所在地国以外の場所で行われていること、当該特定外国子会社等が、現地におけ

る事業計画の策定等に当たり、内国法人と協議し、その意見を求めていること等の事実が

あるとしても、そのことだけで管理支配基準を満たさないことにはならないことに留意し

なければならない。換言すれば、管理支配基準の充足性は、様々な事情を総合勘案の上、

事案に応じて判断されるものであり、特定の事情が欠ければ直ちに非充足であると判断さ

れるものではない。 

なお、管理支配基準を満たすためには、本店所在地国に常勤役員及び従業員が存在する

ことが必要であると説示した下級審裁判例があるが、措置法４０条の４において「常勤役

員」や「本店所在地国に居住する役員」の存在は要件として規定されておらず、これらの

存在が必須であるかのように理解することは前記通達とも相容れないのであって、誤った
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理解である。 

（２）ア Ａは、同社の実質的な初年度である２０１１事業年度に係る計算書類の承認、取締役

の再任、剰余金の配当といった決議を行うため、２０１２年（平成２４年）８月９日付

けで、香港法に従い英語で作成された招集通知を発送して年次株主総会を招集した。同

総会は、Ａの定款に従い、同年９月４日、香港のＡ本社と日本の会場をテレビ会議方式

でつないで実施された。そのほか、本件各事業年度において、同様のテレビ会議方式に

よる取締役会が複数回開催されている。 

イ Ａの役員の職務執行場所についても、次のような理由から香港であったといえる。

すなわち、Ａの役員はグループ各社の役員を複数兼任していたこと、乙が病気療養して

いた期間があること、原告は香港に赴く機会に可能な限り効率的に職務を行えるように

調整していたこと等の事情があり、Ａの役員としての職務執行は、誰か１名が年間で３

０～５０日程度香港に滞在することで十分にこなせるものであった。加えて、香港に常

駐していたＲが、Ｍグループの経営指針をグループ各社に通知したり、グループ各社か

らのＡの役員に対する報告をまとめたりするなど、役員業務を様々な形で支えることに

より、相応の裁量をもって、役員の職務執行を実質的に補完していた。 

なお、Ａの従業員が、職制上の上位者であるＡ代表者の指示を仰いでいたという事実

は、組織運営上当たり前の事実であり、こうした事実があったからといって管理支配基

準が非充足となるものではない。また、被告は、Ａの役員が香港に滞在していた日数の

少なさを指摘するが、その論理的帰結は、非効率に職務執行を行い、無為に滞在日数を

伸ばせば管理支配基準を満たしやすくなるということであり、経済不合理性を助長しか

ねない主張である。 

ウ Ａでは、Ｒ及びＱが香港に常駐し、役員の指示を受けて管理・経理業務を行ってい

た。すなわち、Ａの財務諸表及び会計帳簿は、Ｒが、香港の監査法人の助言を得ながら、

香港会社法及び香港財務会計基準に従って、２０１１事業年度に係る決算書類を作成し、

かつ、同監査法人が、Ａを依頼者として監査報告書を作成し、これらは、本件各事業年

度において、Ａ本社で保管されていた。 

また、Ａは、香港会社法に基づき、本件各事業年度において、香港法人であるｄを会

社秘書役（株主総会・取締役会議事録等の法定書類の作成・保管等を行う必要的機関）

としていた。Ａでは、株主総会に係る準備等は、香港に常駐していたＲ及びＱが、会社

秘書役と協力しながら、全て香港で行っていた。株主総会及び取締役会議事録も、香港

において作成され、会社秘書役の事務所及びＡ本社で保管されていた。 

エ 以上によれば、Ａは、管理支配基準を満たすものである。 

５ 争点（３）ウ（Ａが本件適用除外要件に係る所在地国基準を満たしているか否か）について 

（被告の主張の要旨） 

仮にＡの本件管理業務が行われていたとしても、このうち新規顧客開拓業務は、これに従事

していたとするＳ及びＴが上海又は北京に駐在して活動しており、香港において行われたもの

ではないから、所在地国基準を満たさない。同様に、技術開発業務についても、本件研究所が

Ｈの工場内に置かれており、同業務が行われていた場所は蘇州であって、香港ではないから、

所在地国基準を満たさない。 

（原告の主張の要旨） 
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（１）所在地国基準とは、当該事業にとっての本質的な行為が行われる物理的な場所がその所在

地国内であれば、その地に当該特定外国子会社等が所在する経済合理性があるとする基準で

ある。そして、同基準を含む本件適用除外要件における「事業」（措置法４０条の４第４

項）とは、企業による個々の業務を指すものではなく、企業全体としての有機的な一体とし

ての経済活動を意味する。 

（２）前記３のとおり、①キャッシュフロー等改善業務、②新規顧客開拓業務、③技術開発業務

は、個々に事業を形成するのではなく、全体として単一不可分の事業（サービス業）を構成

していた。本件各事業年度において、本件各子会社に対する実質的な貢献度という観点から

すれば、運転資金不足を解消する上記①の業務が最も重要であり、これはＲが香港のＡ本社

で担っていた業務である。したがって、一体としての上記サービス業は、香港で行われてい

たといえる。なお、上記各業務を個別に捉えて、個々の業務ごとに所在地国基準充足性を判

断することは許されないが、仮にそうした判断をするとしても、上記②及び③の業務につい

ても、当該業務の計画立案等は香港で行われていたから、いずれにせよ、所在地国基準を満

たすというべきである。 

以上 
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別表１ 

課税の経緯 

                                                                 （単位：円） 

確定申告 更正処分等 異議申立て 異議決定 審査請求 裁決 

平
成
24
年
分

年月日 平成 25 年 3 月 14 日 平成 27 年 10 月 30 日 平成 27 年 12 月 28 日 平成 28 年 3 月 16 日 平成 28 年 4 月 20 日 平成 29 年 3 月 3 日

総所得金額 42,572,900 52,655,865

全
部
取
消
し

棄
却

全
部
取
消
し

棄
却

内
訳

給与所得の金額 41,762,500 41,762,500

雑所得の金額 810,400 10,893,365

株式等に係る 

譲渡所得等の金額 

 △4,921,036

（△5,329,584）

 △4,921,036

（△5,329,584）

上場株式等に係る 

配当所得の金額 

  0

（408,548）

  0

      （408,548）

納付すべき税額 1,505,400 5,538,600

過少申告加算税の額 403,000

翌年へ繰り越す株式等 

に係る譲渡損失の金額 
4,921,036 4,921,036

平
成
25
年
分

年月日 平成 26 年 3 月 17 日 平成 27 年 10 月 30 日 平成 27 年 12 月 28 日 平成 28 年 3 月 16 日 平成 28 年 4 月 20 日 平成 29 年 3 月 3 日

総所得金額 35,050,000 39,987,360

全
部
取
消
し

棄
却

全
部
取
消
し

棄
却

内
訳

給与所得の金額 35,050,000 35,050,000

雑所得の金額 0 4,937,360

株式等に係る 

譲渡所得等の金額 

0

（2,675,239）

0

（2,675,239）

上場株式等に係る 

配当所得の金額 

0

（673,227）

0

（673,227）

納付すべき税額 512,100 2,528,400

過少申告加算税の額 301,500

翌年へ繰り越す株式等 

に係る譲渡損失の金額 
1,572,570 1,572,570

（注１）「株式等に係る譲渡所得等の金額」欄の△印は、譲渡所得等の金額の計算上生じた損失の金額を示す。 

また、同欄及び「上場株式等に係る配当所得の金額」欄の括弧書きは、損益通算及び繰越控除前の金額を示す。 

（注２）「納付すべき税額」欄の金額は、100円未満の端数を切り捨てた後の金額である。 
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別表３ 

Ａ社及びＢ社の租税負担割合 

【単位：香港ドル】

Ａ社 Ｂ社 

Ａ社
2011 年 12 月期

Ａ社
2012 年 12 月期

Ｂ社
2011 年 12 月期

①
本店所在地国における 

課税所得の金額 
4,142,543 4,444,429 0

②
本店所在地国の法令により外

国法人税の課税標準に含まれ

ないこととされる所得の金額

3,239,517 531,437 11,950,290

③
上記②の金額のうち 

配当等の額 
3,200,000 505,447 11,908,951

④
所得の金額 

（①＋（②－③）） 
4,182,060 4,470,419 41,339

⑤ 租税の額 671,519 723,330 0

⑥
所得に対する 
租税負担割合 
（⑤／④） 

16.1% 16.2% 0.0%
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別表４ 

Ａ社の決算書に基づく係数 

Ａ社

2011 年 12 月期 

Ａ社

2012 年 12 月期 

単位：HK＄ 
単位：円 

（1HK＄＝10.00 円）
単位：HK＄ 

単位：円 

（1HK＄＝11.17 円）

① 配当収入 3,200,000 32,000,000 505,447 5,645,843

② 
本件各管理契約に 

係る収入 
6,338,709 63,387,090 11,699,924 130,688,151

③ 総収入金額 9,578,226 95,782,260 12,231,361 136,624,302

④ 税引前純利益 2,154,255 21,542,550 8,225,546 91,879,349

⑤ 

総収入金額に占める 

配当収入の割合 

（①／③） 

33.4% 33.4% 4.1% 4.1%

⑥ 

総収入金額に占める 

本件各管理契約収入の割合

（②／③） 

66.2% 66.2% 95.7% 95.7%

⑦ 保有株式の額 149,340,756 1,493,407,560 149,340,756 1,668,136,245

⑧ 
総資産の額 

（固定資産+流動資産） 
172,741,307 1,727,413,070 156,326,083 1,746,162,347

⑨ 純資産の額 28,677,705 286,777,050 35,635,391 398,047,317

⑩ 

総資産の額に占める 

保有株式の額の割合 

（⑦／⑧） 

86.5% 86.5% 95.5% 95.5%

（注）Ａ社2011年12月期及びＡ社2012年12月期の「単位：円」欄の金額は、それぞれ2011年12月30日及び2012年12月28日のＴＴＭレ－ト（乙第21号証の

１及び同号証の３）により換算した。 
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別表５－１ 

課税対象金額等の計算（平成２４年分） 

期間 項目 Ａ社 Ｂ社 

2011
年
12
月
期

所得金額 ① 1,426,255.00 HK$ 18,301,208.00 HK$

加
算

損金の額に算入した法人所得税の額 ② 728,000.00 HK$ 58,000.00 HK$

減損損失の額 ③ 2,327,135.00 HK$ 133,643.00 HK$

為替換算差額 ④ 915,680.78 HK$ － 

交際費の損金不算入額 ⑤ － 285.00 HK$

減
算

控除対象配当等の額 ⑥ 3,200,000.00 HK$ － 

投資有価証券評価益 ⑦ － 120,000.00 HK$

損益修正 ⑧ － 4,930,533.00 HK$

優先株の配当金額 ⑨ － 233,400.00 HK$

基準所得金額 
（①＋②＋③＋④＋⑤－⑥－⑦－⑧－⑨）

⑩ 2,197,070.78 HK$ 13,209,203.00 HK$

繰越欠損金の当期控除額 ⑪ 41,550.00 HK$ 8,217,500.00 HK$

適用対象金額（⑩－⑪） ⑫ 2,155,520.78 HK$ 4,991,703.00 HK$

調整金額 ⑬ － 285.00 HK$

原告のＡ社に係る株式保有割合 ⑭ 4,000,000／27,293,000 4,000,000／27,293,000

課税対象金額（（⑫－⑬）×⑭） ⑮ 315,908.22 HK$ 731,530．86 HK$

為替レ－ト（円/HK$） ⑯ 10.40 10.40

課税対象金額（円換算額）（⑮×⑯） ⑰ 3,285,445 円 7,607,920 円

（注）「HK$」は香港ドルであることを示す。 
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別表５－２ 

課税対象金額等の計算（平成２５年分） 

期間 項目 Ａ社 

2012
年
12
月
期

所得金額 ① 7,503,546.00 HK＄

加
算

損金の額に算入した法人所得税の額 ② 722,000.00 HK＄

減損損失の額 ③ 6,944,475.00 HK＄

交際費の損金不算入額 ④ 52,952.00 HK＄

減算 為替換算差額 ⑤ 12,346,144.87 HK＄

基準所得金額 

（①＋②＋③＋④－⑤） 
⑥ 2,876,828.13 HK＄

繰越欠損金の当期控除額 ⑦ － 

適用対象金額（⑥－⑦） ⑧ 2,876,828.13 HK＄

調整金額 ⑨ 52,952.00 HK＄

原告のＡ社に係る株式保有割合 ⑩ 4,000,000／27,293,000

課税対象金額（（⑧－⑨）×⑩） ⑪ 413,860.86 HK＄

為替ル－ト（円／HK$） ⑫ 11.93

課税対象金額（円換算額）（⑪×⑫） ⑬ 4,937,360 円

（注）「HK$」は、香港ドルであることを示す。 
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別表２ 省略 


